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１．都市経営 

（１）国や県と更なる連携強化を行い、予算編成の動向や制度改正などを適時的確に把握

し、可能な限り各事業の財源を確保すること。 

（回答）財政課 

 予算編成に際して定める予算編成方針において、財源確保の観点から、各局に対して国

等の動向の的確な把握と対応を依頼しております。また、執行段階においても年度当初に

定める予算執行方針の中で、国・県支出金については、関係省庁等の情報収集に努めると

ともに、積極的な活用を図ることを依頼しております。今後も、国、県の動向を注視しな

がら財源確保に努めてまいります。 

（２）人口減少社会の到来に備えるため、将来的な人口増に繋がる施策を充実させるとと

もに独創性のあるまちづくり施策も打ち出し、市の魅力向上に努めること。 

（回答）都市経営戦略部 

 いずれ訪れる人口減少社会の到来に備え、総合振興計画では、将来も持続可能な都市と

して成長、発展し続けるため、魅力を生かす、課題に対応するという２つの視点から重点

戦略をまとめ、直面する課題等に迅速に対応することとしています。 

 今後も安心して子どもを産み育てることができる環境の更なる充実や東日本の対流拠点

機能の集積などの各種施策の着実な推進を図り、本市の魅力向上に努めてまいります。 

２．行財政改革

【財政関連】 

（３）厳しい経済情勢の中、民間企業の目線でコスト削減に取り組み、既存の事業の必要

性、有効性をこれまで以上に精査をして抜本的な見直しを行うこと。また、将来、歳入増

に繋がる先駆的な施策に取り組むこと。 

（回答）行財政改革推進部 財政課 資産経営課 

 令和４年度の予算編成に当たっては、事業の緊急度・優先度を的確に把握したうえで、

費用対効果の検証等を含むＰＤＣＡサイクルに基づき事業の見直し等を行うことで、歳出

の削減を図ってまいります。 

  なお、行財政改革の推進に向けた新しい取組として、令和３年度からは、中期的に財政

負担を軽減する観点から見直すべき事業を選定し、その必要性や費用化効果等を検証した

うえで今後の事業のあり方について検討する試みを開始したほか、民間企業と協働して公

共空間にキッチンカーを展開し、市の新たな財源創出策等について調査・研究するための

実証実験やＰＦＳ（成果連動型民間委託契約方式）のモデル事業に取り組んでいます。こ

のほか、公民連携により事業を進めている旧大宮図書館施設活用事業では、市が旧図書館

を民間企業に約１０年にわたり貸し付けることで、毎年賃貸料収入を得ることとなってい

ます。また、未利用市有地の有効活用や、ふるさと応援寄附の充実も図っており、こうし

た取組により、将来的な市の歳入増加に寄与するものと期待しているところです。 

  市としては、行財政改革に資するこうした取組の成果等も検証しながら、引き続き将来
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的に歳入増加や歳出削減に繋がる取組を推進してまいります。

【組織体系関連】 

（４）組織の最適化を行うこと。また、職員（特に専門職）の能力を高める人材育成と複

線型人事制度を推進すること。併せて、積極的に女性力を活用した公平な人事制度や区役

所ローテーションを徹底させ、適材適所の人事配置システムを確立し実施すること。 

（回答）総務課、人事課  

 組織の最適化につきましては、毎年の組織改正において、業務の効率化や専門性が確保

できる組織となるよう見直しを行ってまいります。 

 職員（特に専門職）の能力を高める人材育成と複線型人事制度の推進については、複雑、

多様化する行政の需要に対応するため、職員を特定の職務分野に専任職として配置するス

ペシャリスト専任職制度における対象職種、職域の拡大について、各部署へのヒアリング

等を行いながら、研究してまいります。 

 また、「さいたま市職員の子育ておもいやり・女性活躍推進プラン」に基づき、女性職

員のキャリアデザインを支援するため、職員個々の能力や適性を踏まえ、政策立案部門を

始めとする職域の拡大に努めてまいります。また、育児休業等によるキャリアロスを軽減

するため、管理・監督職となるまでに多様な職務経験を得られるよう、適切な人事ローテ

ーションの確保にも取り組んでまいります。 

（５）区役所は最も身近な行政事務所であることから、窓口業務のみならず相談業務が区

役所で完結できる様、権限移譲や移管を行うこと。併せて、「区」について、現状の地域

的・制度的課題を多角的に分析し、区割りの見直しも検討するとともに、本市に即した総

合区の検討を行うこと。 

（回答）区政推進部  

 区役所への権限移譲や移管については、平成２２年の「区役所のあり方に関する検討報

告書」において示された本庁と区役所の事務配分の考え方に基づき、これまで区長への予

算要求権限移譲や区役所への業務移管を行ってきました。 

 また、本庁事務とされたものについても、「さいたま市区における総合行政の推進に関

する規則」において、区長は局長に対し、区における地域的な課題に対応するため必要と

認める施策を実施し、及び予算化をするよう要請することができるものとしております。 

 区割りの見直しについては、平成３１年までの庁内での検討の結果、再編は必要ないと

の結論に至りましたが、今後の人口動態を注視してまいります。 

  ・区まちづくり推進事業（１０区分） １，６４１，６５１千円 

（回答）都市経営戦略部 

 総合区については、区役所の総合行政機能の強化・充実をさらに進めていくことで、多

様化する市民ニーズや地域の行政課題に的確・迅速に対応できると考えており、直ちに総

合区を設置する必要はないものと認識しておりますので、中長期的な視点から、多様な都
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市制度について研究してまいります。

【働き方改革及び人事関連】 

（６）市役所・各区役所などにおいて、テレワーク等の新たな「働き方」をより一層推進

し、役所全体として、全職員の働き方の抜本的な改革を行うこと。また、職員の不適切な

事務処理を防止する仕組みについても更なる取り組みを行うこと。 

（回答）行財政改革推進部、デジタル改革推進部、人事課、年金医療課 外 

 職員の働き方の抜本的な改革については、ＲＰＡやノーコード・ローコードをはじめと

するデジタル技術の活用やペーパーレスで業務ができる環境の整備等、デジタルトランス

フォーメーション（ＤＸ）に関する取組により業務の効率化を図ります。 

 また、テレワーク等、多様な働き方に対応した環境整備を進めてまいります。 

  ・行財政改革推進事業（一部） ４５１千円 

  ・情報インフラ等環境整備推進事業（一部） ７４，７０１千円 

  ・人事管理事務事業（一部） １９８，３８９千円 

  ・福祉医療管理事務事業（一部） １２，３９５千円 外 

（回答）法務・コンプライアンス課 

 職員のコンプライアンス意識の維持・向上及び不祥事を起させない職場風土の醸成を図

るため、コンプライアンス等研修を強化し、実施してまいります。 

  ・内部統制推進事業（一部） ３８８千円 

（７）専門能力を必要とする人事配置には、積極的な人材育成は勿論、即戦力となる経験

や知識が豊富な民間企業出身者の中途採用者を積極的に採用すること。併せて、熟年技術

者の割合を減らさない取り組みを構築すること。また、さいたま市の管理職への女性登用

のための研修などを積極的に実施して、本市の掲げる目標達成のための取組みを行うこと。 

（回答）人事課、人材育成課 

  熟年技術者の割合を減らさない取り組みについては、令和５年４月施行の地方公務員の

定年引上げに向けて、人事諸制度の見直しを進めてまいります。 

 女性登用のための研修については、階層別の基本研修において、自らに期待される役割

や求められる能力を認識し、将来の自分自身の職員としての「あるべき姿」について考え

るといった、キャリアデザインを意識したカリキュラムを実施しているところです。今後

は、女性のキャリアとワークライフバランスについて理解を深め、自らの強みをいかした

リーダーシップの発揮方法や昇任意欲につながるような研修内容の充実を図ってまいりま

す。 

（回答）任用調査課 

 中途採用については、これまでも、民間企業等経験者や職務経験者の枠で採用試験を実

施してまいりましたが、今後も、即戦力となる優秀な人材の確保に努めてまいります。 
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  ・職員採用試験事業（一部） ６７３千円 

【デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）関連】 

（８）市のホームページは所管や委託先によって煩雑になっており、コスト削減と利便性

の向上を図るためにホームページの統合を進めること。また、ホームページやアプリなど

を活用し、市民に対してより効率的、効果的な情報発信に取り組み、受ける側が必要な情

報を必要な時に得られるような仕組みを構築すること。 

（回答）広報課、デジタル改革推進部 

 ホームページの統合については、関係部局との調達事前協議段階等において、市民によ

る情報取得の容易性をはじめ、情報セキュリティやコスト削減など、様々な観点から検討

しております。また、令和２年度に「市が運営する Web サイトに係るドメイン管理ガイド

ライン」を策定し、ドメイン(インターネット上の氏名)管理の視点から、その目的や分類、

方向性等を検討することで、無駄のない安全なホームページの運営を推進しております。 

 公式ホームページについては、現契約が満了し、新たな契約を結ぶ令和５年度にトップ

ページのデザイン等の見直しを予定しております。そのため、令和４年度は専門家や市民

への意見聴取を実施し、効率的・効果的な情報発信に向けて取り組んでまいります。併せ

て、ジャンル構成の見直しやコンテンツの集約・削除など、情報の整理を行い、検索性の

向上を図ってまいります。 

  ・広報事業 １２０千円

（９）紙資料をデータ化することにより、印刷費の削減と文書管理の簡易化を図ること。

また、市役所内の執務において、紙資料に頼らず電子媒体のみで作業できる体制を早急に

構築すること。 

（回答）デジタル改革推進部、総務課 

 印刷費の削減については、全職員への紙資料の作成部数見直しに関する意識付け等を目

的として調査を実施するとともに、行政会議や各所管に対する指導の機会を通じて周知を

行っているところです。また、令和４年度予算編成に向け、紙資料のデータ化等について

全庁通知を行ったところです。今後も、様々な機会を捉え、印刷費の削減に向け職員の意

識向上に努めてまいります。 

 また、文書管理の簡易化については、文書の検索性の向上や紙文書の削減を目的として

現在全庁で文書の電子化率の向上に取り組んでいるところです。今後も、全庁への通知や

各所管に対する指導などを行うことにより電子化率の向上に努めてまいります。 

 加えて、電子媒体のみで作業できる体制の構築については、令和４年度に予定している

情報端末の入れ替えに合わせ、会議室や打合せスペースなどのオープンスペースに職員用

の無線ＬＡＮ設備を導入し、デジタル資料の共有を図りながら自席以外でも情報端末を用

いてペーパーレスで業務ができる環境を整備します。 

  ・情報インフラ等環境整備推進事業（一部） １，４８３千円 
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（１０）さいたま市の全ての手続きをデジタル化していくこと。マイナンバーカードを活

用しつつ、市民向けの行政手続きのオンライン化や手数料等のキャッシュレス化など、行

政手続きのプロセスにデジタルを最大限活用して利便性を向上させること。 

（回答）デジタル改革推進部、出納課、収納対策課 外 

 行政手続きのオンライン化やキャッシュレス決済の拡充については、令和２年１１月に

設置した「さいたま市デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）推進本部」において検

討を進めています。 

 デジタル社会の基盤ツールとなる「マイナンバーカード」の活用等、デジタル技術のさ

らなる活用による市民サービスの向上を目指し、引き続き、令和３年８月に策定した「Ｄ

Ｘ推進に向けた当面の重点事項」を推進してまいります。 

 このうち、キャッシュレス決済の拡大については、住民票の写しや税証明取得の手数料

支払いにおけるキャッシュレス決済を全ての区役所・市税事務所・支所・市民の窓口まで

拡大していくほか、公金納付におけるスマートフォン決済等を、令和５年度から市税・国

民健康保険税以外の科目でも行うことができるよう準備を行ってまいります。また、公金

納付における口座振替の申込みをＷｅｂ上で行うことができるよう構築してまいります。 

  ・情報システム最適化事業（一部） ５，２６６千円 

  ・情報システム整備・運用管理事業（一部） ９６，５０５千円 

  ・会計管理事務事業（出納課）（一部） ４６，２４６千円 

  ・収納対策事業（一部）７８，４４０千円 外
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３．まちづくり 

【各エリアのまちづくり】 

（１１）『浦和』『大宮』『新都心』『与野』『岩槻』のまちづくりに最大限の取組みを行

うこと。 

■浦和駅西口再開発については、地域住民の意向を充分に尊重しながら、歴史文化資源や

「県都」「文教都市」といったイメージが継続されるような事業を展開すること。併せて、

市民会館うらわの跡地についても住民意識を重視し利活用をすること。また、西浦和駅周

辺再開発については、関係権利等の合意形成が出来るよう、市として最大限の取組みを行

うこと。 

（回答）文化振興課 

 市民会館うらわ跡地の利活用については、周辺のまちづくりや地域からの要望を踏まえ

検討してまいります。 

（回答）浦和駅周辺まちづくり事務所 

 浦和駅西口再開発については、地域住民の意見を尊重できるよう引き続き再開発組合に

働きかけてまいります。 

  ・市街地再開発推進事業費（浦和駅西口南高砂地区市街地再開発事業） 

３，０４７，９２６千円 

（回答）浦和西部まちづくり事務所 

 西浦和駅周辺のまちづくりについては、令和３年度末に策定予定の「西浦和駅周辺まち

づくり方針」に基づき、住民と行政の協働で、地域の特性を生かした個別のまちづくりに

取り組んでまいります。また、基本合意書を締結したＵＲ都市機構とも連携を図りながら、

まちづくりを一層推進してまいります。 

  ・西浦和駅周辺まちづくり推進事業（西浦和駅周辺まちづくりの推進）  

１８，２５１千円 

■大宮駅グランドセントラルステーション化構想などの都市基盤整備を早期且つ着実に推

進すること。特に新東西自由通路までは 10 年以内に確実に完成する計画とすること。併せ

て、「大宮駅東口公共施設の再編計画」の策定はスピード感を持って進め、各エリアの具

体的な整備計画を早期に示すこと。 

（回答）東日本交流拠点整備課 

大宮駅グランドセントラルステーション化構想などの都市基盤整備については、令和２

年度末に公表した大宮ＧＣＳプラン２０２０に基づき、個別プロジェクトの事業化検討や

全体事業調整を進めてまいります。 

また、新東西通路及び東武大宮駅駅舎改良については、鉄道事業者による調査設計を踏

まえながら、早期の事業化に向けて協議してまいります。 

・大宮駅周辺地域戦略ビジョン推進事業（東日本交流拠点整備課） 
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 ２７３，５９４千円 

（回答）大宮駅東口まちづくり事務所 

 大宮駅東口周辺地区の公共施設再編については、全体方針を各エリアごとに具体化した

実施方針の策定に向け、調査・検討を行ってまいります。 

  ・大宮駅周辺地域戦略ビジョン推進事業（大宮駅東口公共施設再編推進事業） 

 ２,７９４千円 

■日赤病院開業後の新たな新都心ビジョンの早期改定を行うこと。併せて、さいたまスー

パーアリーナの集客力を最大限享受するためにも、けやき広場の活用及び近隣地域のエリ

アマネジメントを図ること。 

（回答）都心整備課 

 さいたま新都心将来ビジョンについては、庁内検討会や有識者ヒアリングなどを実施し

作成した骨子をもとに、更に、有識者会議を設置し、市民や事業者など、より幅広くご意

見をいただきながら、令和４年度末を目途に改定してまいります。併せて、一般社団法人

さいたま新都心エリアマネジメントの活動を支援し、官民連携によるにぎわい創出を図っ

てまいります。 

  ・さいたま新都心にぎわい創出事業（一部） ５，０８８千円 

■中央区役所周辺公共施設再編整備については、公民連携の新しい手法を活用することな

どによって、早急に着手すること。 

（回答）まちづくり総務課 

 公民連携の手法について幅広く検討を行い、本事業の特性に適した公民連携手法を整理

し、早期に着手できるよう、関係部局と連携を図りながら業務の推進に努めてまいります。 

 ・まちづくり推進事業（まちづくり総務課）（与野本町駅周辺地区まちづくり事業） 

１７，９４３千円の内数 

■岩槻駅周辺地区については岩槻歴史街道と街並み・景観づくりを考慮しながら「さいた

ま城下町構想」を整備推進し、岩槻城址公園の史跡復元を実施すること。また、地下鉄７

号線は令和５年度の鉄道事業者に事業の要請、更に、周辺地域の地区計画の着手を始める

こと。 

（回答）未来都市推進部 

 地下鉄７号線の延伸については、速達性向上事業に関する計画素案（案）の作成に向け

た調査や検討を実施するとともに、地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸実務関係者会議

や地下鉄７号線（埼玉高速鉄道線）延伸推進自治体連携会議の開催、国や鉄道事業者等の

関係者協議により、関係者との調整を図り、令和５年度に鉄道事業者へ事業実施要請を行

うことを目指して取組を進めます。 

 鉄道延伸に伴う中間駅周辺のまちづくりについて、事業化を目指して検討・調整を進め
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ます。 

  ・地下鉄７号線延伸促進事業 １５１，８５５千円 

（回答）岩槻まちづくり事務所 

 岩槻歴史街道については、「裏小路」を対象に、歴史・文化をイメージした回遊ルート

の整備を進めてまいります。 

  ・まちづくり推進事業（岩槻まちづくり事務所）（岩槻歴史街道事業）  

４５，２７６千円 

（回答）文化財保護課 

「さいたま城下町構想」の取組については、史実と文化財の適正な保存を踏まえ、他機

関との連携を図ってまいります。 

・文化財保護事業 ７１０，８５４千円の内数 

４．都市基盤整備 

【都市計画関連】 

（１２）本市は人口増加中で１３３万人となった。現状にあった都市計画を整備するとと

もに、市全域の用途地域について早急に見直すこと。併せて、用途や容積率等を適宜変更

し、各区の駅周辺及び幹線道路沿いは、商業地域の拡大や容積率の緩和等を推進すること

によって、各区のバランスの取れた人口増加に繋げること。 

（回答）都市計画課 

 用途地域の見直しについては、社会経済状況が変化した場合等に、全市的な見直しの可

能性について検討してまいります。 

 一方、都市部の機能強化等を図ることや、首都圏広域地方計画に位置付けられた東日本

対流拠点として連携・交流を図る様々なプロジェクトを実施する場合には、必要に応じ、

適切な都市計画の更新を検討してまいります。 

  ・都市計画推進事業（都市計画課）（都市計画マスタープラン推進事業）  

２７，０６９千円の内数 

（１３）土地区画整理事業や市街地再開発事業の都市整備については、国からの財源と効

率的に地域の理解を得る努力をより一層行い、計画が遅れているエリアについては前倒し

が出来る仕組みを検討すること。また、都市再生緊急整備地域内において、特区を活用し

た再開発の実現を目指すこと。併せて、大宮駅周辺の商業地域を拡大し、まちの活性化を

図ること。また、駅周辺においては、マンション建設を抑制し、街区を整理することで業

務ビルの誘致を促進すること。 

（回答）都市計画課、市街地整備課、都心整備課 

 土地区画整理事業及び市街地再開発事業については、早期完了に向け、より効率的な事

業計画及び資金計画の見直しを行うとともに、引き続き権利者との合意形成及び財源の確
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保に努めてまいります。 

 また、都市再生緊急整備地域については、高次都市機能の集積や災害に強い強靭な都市

基盤の形成が再開発等民間活力によりスピード感をもって進むよう、引き続き制度の周知

等を行い、都市再生特別地区を含めた制度活用の促進を図ってまいります。 

 併せて、大宮駅周辺の強みを最大限に活かし、本市の都心としての機能を更に強化をし

ていくべく、大宮駅グランドセントラルステーション化構想等各プロジェクトの状況に応

じて、今後も都市計画の見直しを進めてまいります。 

 一方で、都心居住も必要と考えておりますので、１つの機能に特化するのではなく、バ

ランスの取れたまちづくりが進むよう、関係部局と調整を取りながら進めてまいります。 

  ・市内土地区画整理事業に要する経費 １１，９７８，５３７千円  

  ・市内市街地再開発事業に要する経費 ４，３４６，７３３千円 

  ・都市計画推進事業（都市計画課）（都市計画マスタープラン推進事業）  

２７，０６９千円の内数 

【道路・交通・鉄道政策関連】 

（１４）都市計画道路については、市民意見を把握した上で、廃止、継続、重点路線の整

理をし、早期の完成に向け事業を進めること。併せて、高速道路や都市計画道路の整備に

ついては、整備促進に向け国との調整のもと財源確保を確実に実施し、徹底した進捗管理

と継続的な予算確保に努めること。 

（回答）広域道路推進室 

 高速道路の整備については、現在国により新大宮上尾道路として事業化され、さらに首

都高速道路株式会社が有料道路事業の事業者に決定し、合併施行で事業を進めているとこ

ろです。 

 国等に対しましては、事業化区間の早期完成及び未事業化区間について早期事業化を行

うよう、積極的に要望してまいります。 

  ・広域道路推進事業（広域道路推進事業） ２，３６７，４１３千円の内数 

（回答）都市計画課、道路計画課 

 都市計画道路については、整備促進に向け国への補助金の要望を行うとともに、徹底し

た進捗管理や必要に応じて継続費を設定するなど予算確保に努めてまいります。 

 また、道路網計画にて廃止候補路線と位置付けられた路線については、関係者の意見を

充分に伺いながら、廃止の手続きを進めてまいります。 

  ・都市計画推進事業（都市計画道路見直し事業） ２５，１６１千円の内数 

  ・街路整備事業 ５,８５２,９０３千円の内数 

（１５）コミュニティバス・乗合タクシーに関して、社会情勢や都市構造の変化に鑑み、

実態に即し、地域特性に合致するガイドラインに改訂すること。また、民間バス事業者等

と協議をし、ルート選定における課題解決に取り組むこと。併せて、運賃形態の見直しや
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ＩＣＴを活用し位置情報の提供などを実施しながら乗車率アップを促進すること。 

（回答）交通政策課 

 「コミュニティバス等導入ガイドライン」については、令和３年度より改定に着手した

ところですので、学識経験者や公共交通事業者、公募による市民委員等が集まる地域公共

交通協議会及びその下部組織であるバス専門部会でご意見を伺いながら、改定作業を進め

てまいります。 

 また、定期的に行っている民間バス事業者との意見交換において、双方が抱える課題を

共有し、乗車率アップに向けた方策を検討しております。 

  ・バス対策事業（コミュニティバス等の導入及び改善支援）  

１５，７５５千円の内数 

（１６）広域防災拠点へのアクセス向上に繋がる首都高速埼玉新都心線の東北自動車道延

伸の環境問題を解決し、延伸ルート、都市計画の位置づけに向け目標年度を設定し取り組

むこと。 

（回答）広域道路推進室、都市経営戦略部 

 首都高速埼玉新都心線の延伸については、国に対して、計画の具体化を要望してまいり

たいと考えております。 

 目標年度の設定等については、各関係機関と調整を行いながら決めていくものと考えて

おります。 

（１７）東西交通大宮ルートの整備促進及び、本市全体の東西交通及び他都市とも結ぶよ

うな交通網の整備を進めること。 

（回答）交通政策課 

 東西交通大宮ルートについては、国の交通政策審議会答申で示された課題である「収支

採算性（需要創出、沿線開発）」及び「ルート検討（導入空間の確保）」の解決に向け、さ

いたま市地域公共交通協議会東西交通専門部会のご意見をいただきながら、検討を進めて

まいります。 

 また、本市全体の東西交通及び他都市とも結ぶような交通網の整備については、さいた

ま市都市交通戦略に具体的な施策を位置づけており、進捗状況の確認やその評価を毎年の

推進委員会で実施しております。 

  ・交通政策事業（地域公共交通施策検討調査） ６，６４０千円の内数 

（１８）西大宮駅周辺の人口増加が見込まれることから、ＪＲ川越線の本数増便を見据え

た複線化の実現に向け調査を行い、関係各所と協議を進めること。また、ＪＲ宇都宮線「土

呂駅」のエスカレーター設置についても検討すること。併せて、視覚障がい者の駅ホーム

での事故が絶えない状況の中、本市内の駅でもホームドアの未設置の駅が多い。国・JR へ

の更なる要望活動をするとともに設置が加速化されるようこれまで以上に関係各所と連携

し早急に整備を進めること。 
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（回答）交通政策課 

 ＪＲ川越線の複線化については、荒川橋りょうの複線化仕様での架換えに関する調査を

令和３年度より実施しているところです。 

 日進駅以西の複線化や「土呂駅」のエスカレーター設置、ホームドア設置の加速化につ

いては、埼玉県鉄道整備要望や本市が加盟する関連協議会等を通じて、鉄道事業者へ引き

続き要望してまいります。 

 また、ホームドアの設置を促進するため、補助要綱に基づき、鉄道事業者からの申請に

対し、事業費の一部を補助しております。 

  ・交通政策事業（モビリティ・マネジメントその他） ６，７３８千円の内数 

  ・交通バリアフリー推進事業（交通バリアフリー化設備等設置事業その他）  

５７，２０４千円の内数 

【ライフライン関連】 

 （１９）電線類や電柱は都市イメージの毀損、併せて、災害時のライフラン確保の観点

からも、無電柱化の推進をすること。併せて、水道管に関しては人間の生命に直結する最

も重要なライフラインであることから、災害時に断水等の無いよう老朽管の更新と耐震管

の整備を継続していくこと。 

（回答）道路環境課、水道計画課 

 現在、防災上の重要な道路やバリアフリー経路等において電線共同溝整備を推進してお

ります。 

 平成３１年３月に策定した「さいたま市無電柱化推進計画」に基づき、引き続き、電線

共同溝整備を推進してまいります。 

 また、老朽管の更新と耐震管の整備については、さいたま市総合振興計画基本計画実施

計画（２０２１－２０２５）及びさいたま市水道事業中期経営計画（２０２１－２０２５）

において、令和３年度から令和７年度までの５年間で、更新率５％を数値目標としており、

老朽管の更新に併せて耐震化を推進してまいります。 

  ・交通安全施設整備事業（無電柱化推進事業） ９４５，００３千円 

   ・老朽管更新事業（施設工事費） １０，１７８，８４５千円 

（２０）自転車走行帯の整備加速と荒川サイクリングロードの整備及びサイクリストに喜

ばれるような休憩施設整備に取り組むこと。 

（回答）道路環境課 

 引き続き、交通管理者等の関係機関と連携し、自転車通行環境整備を推進してまいりま

す。 

  ・交通安全施設整備事業（自転車通行環境整備事業） ２９９，５００千円 

（回答）自転車まちづくり推進課   

 荒川サイクリングロードの整備については、荒川の堤防工事が完了した箇所にサイクリ
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ング利用者への案内サインの設置工事を行ってまいります。サイクリストに喜ばれるよう

な休憩施設整備については、サイクリストが気軽に立ち寄れるサイクルサポート施設の増

設を図るとともに、サイクルパーク機能の一部及びサイクルリストの拠点を兼ねた施設と

して、休憩施設の整備について検討してまいります。 

  ・自転車政策事業 ７８，７７９千円の内数 

【土地活用関連】 

（２１）公共部分の再編や政令指定都市への移行により不必要となり廃止となった施設跡

地など、現状活用されていない公共用地が存在する。都市化の進む本市において、広大な

土地が一括で存在する公共用地は将来のまちづくりに向けても大きな財産であり、積極的

な活用をすすめること。 

（回答）資産経営課 

 利用を廃止した公共用地の活用については、他事業で行政利用することを基本とし、有

効活用を図ってまいります。一方で、他事業での活用の見込みがない場合においては、自

主財源の確保につなげるため、測量・鑑定のうえ、貸付けや売却処分を検討してまいりま

す。 

  ・公有財産管理事業（未利用地有効活用推進事業） ６，１９６千円 

（２２）市民にとって有益となる公有地の利活用について早急に検討、進捗すること。 

■大宮警察署跡地については市有財産化するとともに、市民意見等を参考にし、土地の有

効活用などまちづくりに貢献できる検討を早急に行うこと。 

（回答）資産経営課 

 大宮警察署跡地については、埼玉県から取得希望の照会を受け、中長期的な視野で公共

利用の可能性を検討しているところです。引き続き、市民の意見等も参考にしながら、ま

ちづくりに貢献できる活用方法を検討してまいります。 

■埼玉県衛生研究所の跡地について、県と協議を行い地域住民にとって有効活用できる事

業を早急に検討すること。 

（回答）資産経営課 

 埼玉県衛生研究所の跡地については、引き続き埼玉県と協議を行いながら、地域住民の

要望や取得に係る財政負担などさまざまな観点を踏まえ、本市としての有効な活用方法を

検討してまいります。 

■元北部医療センター跡地について、民間活力による有効活用を検討すること。 

（回答）資産経営課、スポーツ政策室 

 さいたま北部医療センター跡地については、令和元年度に策定した利活用方針に基づき、

「地域住民の健康に資する活動・交流・憩いの場の創出」をコンセプトとして、民間資金

を活用した事業手法による施設の整備を検討しているところです。 
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 令和３年度中に地域の声を伺った上で、スポーツ施設を中心とした施設整備の基本計画

として取りまとめる予定です。令和４年度には、これに基づいた事業者の公募を実施する

ことを目指しています。 

  ・生涯スポーツ振興事業（スポーツ政策室） 

（ＪＣＨＯさいたま北部医療センター跡地利活用事業） １８，２３０千円 

■東清掃事務所跡地利用は、地元の要望を尊重して進めること。 

（回答）資源循環政策課・東清掃事務所 

 東清掃事務所跡地の利用については、地元のご要望を踏まえながら、効果的な利用方法

を検討してまいります。 

【工事関連】 

（２３）災害時に対応していただける市内建設業者が存続できるような工事発注が重要で

あることを鑑み、債務負担行為の設定により工事発注時期の平準化に向け更なる発注時期

の見直しをすること。併せて、大型工事の細分化など、各業者の受注機会拡大に努めるこ

と。 

また、本市発注の土木工事等の歩掛の採用順位は、『①土木工事標準積算基準・下水道

用設計標準歩掛表』『②国・独立行政法人・公益社団法人等の歩掛』『③NETIS 登録されて

いる工種（国土交通省から暫定歩掛として通知されたもの）』『④見積り』となっている

が、一部工事においては土木標準積算基準書等の歩掛により実勢価格が相当割高になって

いることから、歩掛採用順位については実勢価格の動向も踏まえ柔軟に対応していくこと。 

（回答）契約課 

 工事発注時期の平準化については、これまでも繰越明許費や債務負担行為の活用により

翌年度にわたる工期設定に努めており、引き続き、発注時期の平準化に努めてまいります。 

 また、市内業者の受注機会の拡大については、これまでも市内企業育成の観点から、適

正な分離・分割発注に努めてきました。今後も、品質の確保、経済性合理性や公正性等に

ついて、総合的に勘案しながら、より一層の適切な建設工事の発注に努めてまいります。 

（回答）技術管理課 

 土木標準積算基準書等の歩掛については、国の調査に基づき決定された歩掛を採用して

おります。適切な実勢価格が反映されるよう、引き続き国の調査に協力してまいります。 
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５．経済活性化 

【企業等支援・活性化関連】 

（２４）市内経済や地域商業を活性化するために市内企業・商店街・個人商店等に対する

支援策を充実させること。併せて、商店街の賑わいを持続、創出させるために、照明施設

維持管理及び商店街活性化推進のための補助金を増額すること。そして、持続可能な運営

がなされるよう、人材確保や事業継承、空き店舗の活用などの支援を充実し、時代に合っ

たビジネスの変革も念頭に入れた次世代の育成に取り組むこと。 

（回答）経済政策課 

 ウィズコロナ・アフターコロナにおける市内企業に対する支援策として、企業のデジタ

ルトランスフォーメーションへの対応や生産性向上に係る取組支援を継続して実施すると

ともに、新たにデジタル人材の育成を通じて、市内企業の経営基盤の強化や事業継続力の

向上に取り組んでまいります。 

  ・中小企業支援事業 ３２９，１１３千円の内数 

（回答）商業振興課 

 商店街活性化やにぎわいの創出を図るために行う販売促進事業、特色性創出事業、地域

活動連携事業などに対し、支援するとともに、「魅力ある商店創出事業」などを通じ、商

店街の育成を図ります。 

 また、街路灯整備については、引き続き、商店街街路灯のＬＥＤ街路灯への改修や新設・

修繕及び電気料に対し、補助を行ってまいります。 

 商店街街路灯の電気料の補助金の増額等については、新型コロナウイルス感染症が商店

街に与える影響等を踏まえ、令和３年度同様、令和４年度も補助率引き上げを継続実施し

てまいります。 

 商店街の空き店舗については、地域コミュニティとの連携事業やチャレンジショップ等

を実施する商店会等を支援する「商店街活性化推進補助事業」や、空き店舗の活用方法な

ど商店会（街）や個店が抱える課題の解決や経営力強化を図る商店会に対しての講義やワ

ークショップ等を開催する「魅力ある商店創出事業」などを通じて、商店会の活性化や育

成を支援してまいります。  

 今後も、他指定都市の状況や新型コロナウイルス感染症が商店街に与える影響等を踏ま

え、制度の見直しについて検討してまいります。 

  ・商店街振興事業 １９３，６１５千円 

（２５）多大な財政支出を伴う東日本連携支援センターの運用を抜本的に見直し、収支改

善に努めること。一案として、「地の利」を活かしたスタートアップ支援やコワーキング

スペースとしての運用を検討すること。 

（回答）経済政策課 

 東日本連携センターの運営については、スタートアップ支援やコワーキングスペースと

しての利用も含め、効果的な活用方法を検討・実施するとともに、引き続き、収支改善に
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向けた取組を推進してまいります。 

  ・広域連携推進事業  ８９，６３５千円の内数 

【企業誘致関連】 

（２６）企業誘致の戦略的アクションについては、誘致インセンティブを積極的に採用し、

本市の産業特性を活かす分野や企業に集中的にアプローチして、雇用拡大も加味した誘致

方針を打ち出し地域イノベーションを下支えすること。また、成長分野である医工連携ビ

ジネスを更に育てていくために、本市の中核となるメディカル関連企業の誘致及び支社や

工場、研究所などの誘致を促進すること。 

（回答）産業展開推進課 

 令和２年度に、財政基盤の強化、雇用機会の創出及び地域経済の活性化を目的とした、

「さいたま市産業立地基本方針」を策定し、目指すべきビジョンとして、本市をライフサ

イエンス、先端・精密技術、情報技術（IoT）など次世代成長産業の集積拠点にすること、

またイノベーションの創出拠点にすることなどを掲げたところでございます。こうした分

野を対象とした補助制度などの各種支援を通じながら、戦略的に企業立地を促進してまい

ります。 

  ・企業誘致等推進事業 ２８４，４８０千円の内数 

（２７）上尾道路・首都高速埼玉大宮線の新設するインターチェンジ付近には、産業集積

拠点や大型アウトレットモール等の商業施設を誘致すること。 

（回答）産業展開推進課 

 上尾道路及び延伸予定の首都高速埼玉大宮線に近接する宮前地区について、市街化区域

編入と併せた業務代行方式による組合土地区画整理事業の実施に向け、令和３年１０月に

設立された地元準備組合に対し、引き続き都市計画手続き等の支援を行い、産業集積拠点

の整備を推進してまいります。また、同様の立地条件にある清河寺北地区については、首

都高延伸の進捗状況を注視しながら事業の展開を図ってまいります。 

  ・企業誘致等推進事業 ２８４，４８０千円の内数 

６．産業振興 

【商業・観光振興関連】 

（２８）１万人を超える大規模な企業コンベンション・学術的な国際学会を開催できるよ

うな施設整備を検討すること。また、本市ならではの地域資源を活用し、製菓工場や製菓

店などと連携を図るなど、誘客の促進、地域経済の活性化を図ること。 

（回答）観光国際課 

 大規模な国際コンベンションの誘致・開催を促進するため、新たな支援策を実施すると

ともに、施設についても検討してまいります。 

 ・観光推進対策事業（ＭＩＣＥの更なる推進） ６，７４６千円 
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（回答）商業振興課 

 地域ブランドの育成・発信等のサポートについては、本市の地域資源である「さいたま

スイーツ」を広くＰＲするため、市内製菓工場（直売所）や製菓店などと連携したキャン

ペーンやマップ作成等を実施するとともに、ウェブサイトやＳＮＳを活用した情報発信を

実施し、誘客の促進及び地域経済の活性化を図ってまいります。 

  ・商工業振興事業（さいたまスイーツ等プロモーション事業） ８，７７４千円 

【産業展開関連】 

（２９）地域の発展と交流人口の増加を主とした産業展開に力を注ぐべき。宮前・川通地

区においては、都市企画、環境アセスメントの前倒しの他、既存の計画に加え、効果的に

地域を流用できるよう都市計画を進めること。 

 いずれも、長年の地域市民の要望、努力があっての事業であることから、地域市民と密

に相談し、今後のさいたま市発展のモデル地区になることを要望する。 

（回答）産業展開推進課 

 地域経済の活性化等に資する新たな産業集積拠点の候補地区である宮前地区及び川通地

区について、市街化区域編入と併せた業務代行方式による組合土地区画整理事業の実施に

向け、引き続き地元準備組合等との連携のもと、合意形成支援を行うとともに、環境影響

評価や都市計画手続きを進め、産業集積拠点の整備を推進してまいります。 

  ・企業誘致等推進事業 ２８４，４８０千円の内数 

【農業政策関連】 

（３０）見沼田んぼ内の新セントラルパーク整備計画を確実に推進し、災害時のオープン

スペースの確保を図ること。また、大都市近郊にある農業地帯の特徴を活かして、農業と

観光との連携によるアグリツーリズムや６次産業の集積エリアといわれるエリアに育て上

げることと同時に、市民の農業体験エリアの創出や市民農業公園・桜回廊のトイレ整備、

休憩ができるような広場整備や遊歩道・サイクリングロードの整備も継続して積極的に推

進していくこと。 

（回答）都市公園課 

 さいたまセントラルパークの整備については、「農業振興地域整備計画の変更」、「見

沼田圃土地利用の承認」、「都市計画変更」の手続が完了し、現在、令和３年度内の「都市

計画事業認可」を目指しています。令和４年度には、用地測量、物件調査等を予定してま

す。 

 令和３年１１月現在の基本計画において、災害時のオープンスペースの確保を図ること

としており、今後詳細な設計を行う予定です。 

 また、見沼田圃の歴史や文化を継承するための学習水田の整備も計画に含んでおり、農

業と観光の連携も視野に検討を進めてまいります。 

  ・都市公園等整備事業（大規模公園の整備推進）２６４，５１４千円の内数 
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（回答）見沼田圃政策推進室  

 桜回廊のトイレや休憩施設の整備については、令和４年に（仮称）三崎広場を開設する

ため現在工事を進めております。見沼田圃の散策環境向上のため、引き続き散策拠点の整

備等について検討してまいります。 

（回答）農業政策課 

 見沼田んぼでとれた農産物のＰＲやイベントなどにかかる経費や、観光農園や栽培収穫

体験農園の新設、増設にかかる経費の一部を補助するほか、付加価値を付けた販売を支援

するため、６次産業化に取り組む方を支援してまいります。 

  ・農業経営支援事業（見沼・都市農業振興事業） １，０００千円 

  ・農業経営支援事業（農業経営安定・生産向上事業）（一部） ２５０千円 

７．スポーツ・文化・芸術 

【スポーツ関連】 

（３１）市民が気軽に楽しめるスポーツの場として、公園へのスポーツ広場の整備や公民

連携を活用したスポーツジムの整備などに取り組むこと。また、市民及び来訪者がスポー

ツ観戦また、自らが参加し楽しめる施設を拡充し、市民スポーツ意識をこれまで以上に喚

起させながら、スポーツビジネスとして本市に新たな賑わいの場を創出すること。 

（回答）スポーツ振興課、スポーツ政策室 

 スポーツ施設の環境整備については、令和２年度策定の総合振興計画実施計画（２０２

１－２０２５）の「スポーツ施設の整備・改修」の中で、市民が身近な場所で誰もが気軽

にスポーツを楽しむことができる場を増やすとともに、性別、障害の有無等にかかわらず、

安全・安心に利用できる施設として利用環境の向上を図ることを位置づけました。 

 各スポーツ施設を最大限有効活用するとともに、公共施設マネジメント計画を考慮し、

将来の財政負担を増やさない工夫のもと、市民ニーズを的確に捉えながら、中長期的な観

点から計画的に検討してまいります。 

  また、市民及び来訪者がスポーツ観戦また自らが参加し楽しめる施設の拡充及びスポー

ツビジネスとして本市に新たな賑わいの場を創出することについては、総合振興計画実施

計画の「次世代型スポーツ施設の誘致・整備」の事業内容の中で、プロスポーツチームを

始めとするスポーツイベント・大会やエンターテインメントイベントの開催等による採算

を重視したスポーツ施設の誘致・整備により、①来訪者の増加による地域振興を図る、②

需要分散による市民や地域クラブの既存施設の利用機会の増加を位置づけました。 

 令和３年度中に次世代型スポーツ施設の誘致・整備に係る方針を取りまとめる予定です。 

（回答）都市公園課 

 公園へのスポーツ広場の整備については具体的な計画はありませんが、公園施設内にあ

るスポーツ施設については、合併前にできた施設がほとんどであり、老朽化が進んでいる

状況であります。そのため、近年は、浦和駒場スタジアム、ＮＡＣＫ５スタジアム大宮の
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照明灯改修を行っており、令和４年度は、川通公園の照明灯の改修を行います。 

  ・都市公園等管理事業（都市公園等の管理）３８７，１００千円の内数 

（３２）浦和レッズ・大宮アルディージャを始め、新たに女性チームとして誕生した、浦

和レッズレディース・大宮アルディージャＶＥＮＴＵＳ等のプロスポーツチームと連携し

た各種イベントやスポーツメディカルの取り組みを行うこと。 

（回答）スポーツ振興課、スポーツ政策室 

 プロスポーツチームと連携した各種イベントやスポーツメディカルの取組については、

令和２年度策定の総合振興計画実施計画（２０２１－２０２５）の「サッカーのまちづく

りの推進」の事業内容の中で、２つのＪリーグクラブを擁するホームタウンとしての特性

を生かし、サッカーを核として、スポーツを活用したまちづくりを推進するための各種事

業を展開することを位置づけました。また、「さいたまスポーツシューレの活用推進」の

事業内容の中で、プロスポーツチームなどとのネットワークを活用することで、持続可能

なスポーツを「する」、「まなぶ」場の創出や質の向上を図るとともに、スポーツテック

等を活用したスポーツ人材の育成やスポーツビジネス等のイノベーションの推進を図るこ

ととしています。 

 これらの計画に基づき、国際親善試合「さいたまシティカップ」、サッカーの魅力体験

イベント「さいたまサッカーフェスタ」及び女子サッカーの普及・発展を図る取組を行う

こととしているほか、「さいたまスポーツコミッションの支援」において、さいたま市及

び周辺地域にあるスポーツ資源や特徴ある観光資源を最大限活用し、各種競技大会等スポ

ーツ関連イベントの積極的な誘致等の事業を行うこととしております。 

  ・サッカーのまちづくり推進事業     ９４，３２７千円の内数 

  ・スポーツシューレ等施設整備事業    １１８，６１５千円の内数 

【文化・芸術関連】 

（３３）トリエンナーレ（国際芸術祭）の開催に膨大な費用をかけないこと。代わりに、

さいたま市の美術館を建設し、文化芸術の醸成に投資をすること。併せて、浦和美術館、

さいたま芸術劇場、氷川の杜文化館、岩槻人形博物館、さいたま市立博物館など市内の文

化、芸術の経営資源である施設についてはより一層活用しながら、文化芸術の拠点として

更なる施策を行うこと。また、市盆栽文化振興計画の策定及び大宮盆栽美術館の更なる充

実も検討すること。 

（回答）文化振興課、岩槻人形博物館、大宮盆栽美術館 

  国際芸術祭については、他の自治体における事業規模を調査・検討した上で、市民参

加型の国際芸術祭として、総合振興計画実施計画に掲げた目標を達成するために必要とな

る事業規模で開催することとし、令和５年度の開催に向けて、開催実施計画及び広報戦略

を策定します。なお、開催に当たっては、チケット収入や協賛金収入などの収入確保に最

大限努め、市の負担軽減を図ってまいります。 

 美術館の建設については、美術館等文化芸術創造拠点に関する他の事例等を調査しつつ、
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整備に向けた調査・検討を行います。併せて、各文化施設の特性に応じた位置付けや役割

を明確にし、施設間の連携強化を図ってまいります。 

 また、大宮盆栽美術館については、盆栽振興の拠点施設としてふさわしいあるべき姿の

実現を目指し、令和４年度に、盆栽の展示・培養環境の改善や観光拠点としての機能向上

に向けた美術館リニューアル計画を策定します。 

  ・文化政策推進事業（市民参加型の特色のある国際芸術祭の開催） 

４８，９５１千円 

  ・文化施設整備事業（美術館等文化芸術創造拠点整備事業） ５，１４７千円 

  ・文化会館管理運営事業 １，２３５，９７６千円の内数 

  ・プラザイースト外１施設管理運営事業 ６２４，３９６千円の内数 

  ・恭慶館外２施設管理運営事業 ５９，４４２千円の内数 

  ・プラザノース管理運営事業 ９９９，３７８千円の内数 

  ・岩槻人形博物館管理運営事業 １１５，２９２千円の内数 

  ・大宮盆栽美術館管理運営事業 ９５，９６６千円の内数 

 （回答）都市経営戦略部 

 盆栽文化振興に関する計画については、更なる盆栽文化の発展に向けより効果的・効率

的に事業を推進していくため、関係部局等と連携し具体的な行動計画を策定してまいりま

す。 
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８．子育て 

【妊娠～出産関連】 

（３４）不妊治療助成費の拡充に伴い、必要としている方への周知に努めること。また、

出産一時金に対して、市独自の助成制度を構築すること。併せて、デイサービス型、宿泊

型産後ケアセンター利用費の補助を増額し、利用者の拡充に努めること。 

(回答）地域保健支援課 

 特定不妊治療費助成事業については、令和３年１月から、国の方針に沿って助成額や対

象を拡充いたしました。制度の周知については、広報、ホームページ、医療機関でのポス

ター掲示等様々な媒体を用いて実施しておりますが、引き続き必要な方に情報が届くよう

工夫してまいります。 

 産後ケア事業（デイサービス型・宿泊型）については、令和２年１０月から医療機関や

助産院の空床利用という形で開始しております。引き続き、利用者、受託者双方のご意見

及び他指定都市の実施状況等を踏まえて、事業の見直しを行い、利用者の拡充に努めてま

いります。 

  ・母子保健健診事業（産後ケア事業） １８，４４７千円 

（回答）国民健康保険課 

 国民健康保険の出産育児一時金については、一般会計からの繰り入れと国民健康保険税

で賄われております。国民健康保険の財政状況が厳しい中、追加の助成制度を創設するこ

とは困難ですが、出産育児一時金の支給額増額につきましては国の動向を注視し、増額が

可能になりましたら早急に対応してまいります。 

  ・出産育児一時金 ３０１，５６０千円 

【保育人材支援関連】 

（３５）保育士の処遇改善と人材確保による安定的な施設の運営に対しての助成を行うこ

と。 

（回答）保育課、幼児政策課 

 保育士の処遇改善と人材確保については、市独自の雇用対策費補助金、職員処遇改善費

補助金による職員給与の上乗せ補助、保育士宿舎借り上げ支援事業を引き続き実施してま

いります。また、新たに保育士を目指す保育補助者の雇上に係る費用を補助する保育補助

者雇上強化事業を実施することで、更なる保育士確保につながるよう拡充をしてまいりま

す。 

  ・特定教育・保育施設等運営事業 ４０，４２４，２３８千円の内数 

  ・認可外保育施設運営事業（保育士等処遇改善事業） ４３，８０１千円 

（３６）さいたま市は積極的に保育園の設置に取り組み、待機児童の解消に努めてきた。

しかし、保育士には「住宅手当」の補助金を支給しているが、幼稚園教諭には支給されて

いない。その為幼稚園教諭の不足に拍車をかけている状況である。幼稚園教諭にも保育士
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同等の住宅手当支給をし、幼児教育の必要性を見直すこと。また、コロナ禍の影響により、

公定価格・人事院勧告等制度上の処遇への影響が懸念される。処遇の低下を招かないよう

国への働きかけを行うこと。 

（回答）幼児政策課、保育課 

 幼稚園教諭に対する住宅手当については、国や県の補助制度がない中で保育士と同様の

事業を行うことは困難ですが、令和２年度に創設した処遇改善事業の効果も見極めながら、

幼稚園教諭の確保につながるよう、引き続き支援策を検討してまいります。 

 また、公定価格の制度における人件費については、国家公務員の給与に準じて算定する

こととされているため、人事院勧告に伴う国家公務員給与改定が反映されることとなりま

す。今後も国の動向を注視してまいります。 

  ・幼児教育推進事業（幼児教育振興補助金／処遇改善事業分） １３，５０２千円 

  ・特定教育・保育施設等運営事業（特定教育・保育施設等の運営費給付事業）  

   ３５，６７５，５８２千円の内数 

【保育施設等及び運営支援関連】 

（３７）幼稚園、こども園、保育園、民間保育所、認可外保育施設、ナーサリールーム、家

庭保育室への施設整備や運営補助拡大に努め、相談の受け皿体制や民間との連携を更に強

化して、実質的な待機児童ゼロの解消に努めること。併せて、私立幼稚園での預かり保育

事業に更なる助成を拡充すること。また、借地を利用した保育所は施設の財政を圧迫して

いるため、賃借料について市独自の補助制度の創設を検討すること。 

（回答）のびのび安心子育て課、幼児政策課、保育課 

 認可保育所等の整備促進については、保育需要の増加が見込まれる地域を中心に取り組

んでおり、令和３年度における施設整備により２，３７７人の定員増を行うとともに、令

和５年度の開設に向け、定員６７５人分の施設の新設、増改築整備に対する助成を行う予

定です。今後、新規利用申込者が増えることも予想されますので、引き続き、整備促進に

努めてまいります。 

 私立幼稚園等の預かり保育事業については、預かり保育に必要な経費を補助し、幼稚園

等における預かり保育の通年化・長時間化を図ってまいります。 

 賃借料に対する補助については、２１大都市児童福祉主管課長会議などを通じ国へ要望

しているところですが、様々な機会を通じて引き続き要望してまいります。 

  ・特定教育・保育施設等整備事業（のびのび安心子育て課）（特定教育・保育施設の

整備） ２，０８１，３１６千円 

  ・私立幼稚園等預かり保育促進事業（幼稚園型一時預かり事業費補助金）  

４６８，８６０千円 

  ・特定教育・保育施設等運営事業 ４０，４２４，２３８千円の内数 

（３８）幼児教育・保育の無償化が始まったことで、各幼稚園、保育園では申請手続き等

の事務作業が増え負担になっている。事務作業負担軽減のために事務員の増員が出来るよ
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う、補助制度の新設をすること。 

（回答）幼児政策課、保育課 

 幼児教育・保育の無償化の制度の実施状況を見守り、必要に応じて研究してまいります。

（３９）子どもの事故発生の予防に努め、子どもたちの事故防止センターの設置を検討す

ること。また、保育所に預けやすい環境づくりのために、保育ステーションの更なる拡充

に努めること。 

（回答）保育課 

 子どもの事故発生の予防のため、認可保育所等への立入調査や専門家を招いた保育関係

団体と共同での勉強会等を引き続き実施するとともに、重大事故を防ぐために必要な備品

等の経費に関する補助を新たに実施してまいります。 

  ・特定教育・保育施設等運営事業（保育の安心・安全対策推進事業）  

８４，９４８千円

９．教育 

【学校運営関連】 

（４０）令和４年から全小中学校で運用される、コミュニティスクールにおいては、これ

までにモデル校として実施された学校で見受けられた課題や問題を的確に把握し、地域事

情に合致した次世代の学校運営に努め、体制の充実、強化を図ること。 

（回答）生涯学習振興課 

 コミュニティ・スクールについては、担当職員による学校訪問により、コミュニティ・

スクール推進上の課題の解決に向けた具体的な指導助言を行うなど、引き続き、学校に寄

り添った支援を行ってまいります。 

 また、コミュニティ・スクールに関するアンケート調査の分析及び検証を行い、児童生

徒及び学校・家庭・地域にどのような効果や影響をもたらすかを把握するととともに、地

域事情に合致した特色ある学校づくりに向けた支援体制の強化を図ってまいります。 

  ・コミュニティ・スクールの推進 １６，０７３千円の内数 

（４１）小・中学校の規模の「差」から生じる課題について研究すること。また、過大規

模校の解消と小規模校の持続可能で安定的な学校運営の基盤を構築すること。併せて、公

立小学校の「３５人学級」に伴い、教職員の担い手不足が懸念されることから、今後、質

の高い教員等の確保に関する具体策を検討し、ソフト・ハード面の整備について多角的な

視点からより一層の体制向上を図ること。 

（回答）教育政策室、学校施設課、教職員人事課 

 学校規模の「差」から生じる課題や、過大規模校の解消と小規模校の持続可能で安定的

な学校運営の基盤の構築については、教育環境整備検討会議において、引き続き検討を進

めてまいります。 

 ３５人学級実施に伴う学級増の対応については、転用可能教室の活用や配置変更、仮設

校舎の設置等の整備手法により普通教室を確保してまいります。 
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  質の高い教員の確保については、働き方改革を推進し職場環境を向上させるとともに、

本市で教員になることのやりがいや魅力を、パンフレットやハンドブック、動画配信等、

様々なツールを活用し、今まで以上に発信してまいります。さらに、これまで実施してき

た選考方法に加えて、新たな選考方法を実施してまいります。 

  ・小学校施設等維持管理事業（学校施設課）（小学校３５人学級教室整備事業） 

（一部） ４９，９４７千円 

  ・小学校営繕事業（小学校３５人学級教室整備事業） ９８，１３０千円 

  ・事務局運営事業（教職員人事課） ３８，０８１千円の内数 

（４２）災害時には各ライフラインの寸断が予想される。このような事を鑑み、学校体育

館への空調機器整備の際には、避難所ともなることから災害に強いとされる LP ガス仕様の

機器の設置の導入を検討すること。また、学校施設（学校遊具やベランダ手すり等）の老

朽化で、児童生徒の学校での日常生活の安全に係る個所も見受けられるので、早急な修繕

等の対策を実施すること。 

（回答）学校施設課 

 避難所となる学校体育館へのＬＰガス仕様の空調機器整備については、体育館へのエア

コン設置を計画的に進めていく中で、ＬＰガスボンベ設置場所の確保の可否など、個別の

学校の状況を踏まえたうえで、検討してまいります。 

 学校施設については、学校施設に不具合等が生じた際にその都度修繕等の対策を実施し

てまいります。 

  ・中学校空調整備事業（空調機リフレッシュ事業） ５６９，１１９千円の内数 

  ・小学校施設等維持管理事業（学校施設課）（一部） ３８１，７６０千円 

  ・中学校施設等維持管理事業（学校施設課）（一部） ４３３，９１４千円 

  ・特別支援学校施設等維持管理事業（学校施設課）（一部） ３，７３５千円 

（４３）教職員のわいせつ事案の防止に努め、相談体制や第三者機関等の設置体制を整え

ること。 

（回答）教職員人事課、総合教育相談室 

 教職員のわいせつ事案の防止については、校長に対し、校長学校管理研修会等で指導を

行っております。さらに、「さいたま市教職員行動指針」（令和２年４月策定）及び「不祥

事根絶のための校内研修用事例集」（令和２年４月改訂）を用いた校内研修を実施するこ

とを各校に指示し、わいせつ事案を含めた教職員事故の防止に努めております。 

 相談体制については、まず、各学校において児童生徒、保護者に対して体罰・暴言等不

適切な指導に関する相談票を毎年度配付し、不適切な指導があった際には、学校または教

育委員会に、いつでも相談ができる体制を整えております。また、学校には、養護教諭、

スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、さわやか相談員がおり、児童生徒

からの相談をいつでも受けることができるようにしております。さらに、ＬＩＮＥによる

「ＳＮＳを活用した相談窓口」や、夜間休日を含めて児童生徒が匿名でも相談できる「２
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４時間子どもＳＯＳ窓口」を設置し、対面では相談しにくいことも相談を受け付けること

ができる体制を整えております。 

 第三者機関等の設置体制については、学校や教育委員会以外の相談機関として、児童相

談所や子どもの精神保健相談室があり、これらの相談窓口の周知については、全市立学校

の児童生徒、保護者に対して、年間を通じて意図的・計画的にリーフレットやカードを配

付し、周知しております。 

  ・教育相談推進事業 ４６３，６５０千円の内数 

【教育環境関連】 

（４４）教育にＩＣＴ機材を導入することで、確実に学力向上に繋がる施策を構築するこ

と。併せて、教育委員会が主体性を発揮し、教職員のＩＴリテラシーを高める取り組みを

行うこと。 

（回答）教育研究所 

 国のＧＩＧＡスクール構想により、児童生徒１人１台端末の整備が完了し、令和３年度

は、端末の効果を高めるため、新たに全ての市立中学校において大型提示装置を導入しま

した。令和４年度は、全ての市立小・特別支援学校において大型提示装置を導入する等、

ＩＣＴ機器のさらなる整備を進めてまいります。 

 また、全ての教職員を対象としたＣａｎＤｏ調査、「さいたま市ＧＩＧＡスクール構想」

の推進役であるエバンジェリストの育成、ＧＩＧＡスクール研修ポータルサイトの充実等、

教職員のＩＴリテラシーの向上を図る取組を、引き続き推進してまいります。 

  ・教育情報ネットワーク推進事業 ２，５３８，９４３千円の内数 

（４５）いじめ・登校拒否・非行・不登校及び自殺など学校単位での予防策を強化し、地

域住民との情報共有やその解決策の協議をこれまで以上に進めること。併せて、ＤＶやい

じめ、育児ノイローゼ、家族の孤立、教育虐待など子供たちの命のリスクを充分に把握検

証し、将来のさいたま市の宝である子供たちの命を守ること。また、子供たちの権利向上

のための包括的な取り組みを構築すること。 

（回答）子ども家庭総合センター総務課 

 各区支援課に子どものしつけや生活習慣等に関する相談を受け付ける家庭児童相談室を

設置しております。また、要保護児童対策地域協議会を設置し、要保護児童等の適切な保

護、支援を図るために関係機関による必要な情報交換や支援内容に関する協議を実施して

おります。引き続き、児童虐待防止のため、各種事業を推進してまいります。 

  ・児童虐待防止対策事業（総務課）（家庭児童相談事業） １８３千円 

  ・児童虐待防止対策事業（総務課）（要保護児童対策地域協議会事業） ８９４千円 

（回答）指導２課、総合教育相談室 

 児童生徒の非行・問題行動の防止については、「非行防止に向けた取組」を各学校で実

施してまいります。児童生徒の規範意識の醸成、他者を思いやるなどの豊かな心の育成、
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安全な生活を営もうとする態度や習慣の形成、判断力の育成をもって、児童生徒の健全育

成を図ってまいります。また、各学校では、教職員、保護者、地域、心理・福祉等に関する

専門的な知識を有する方々からなる学校いじめ対策委員会を設置し、いじめ防止に向け、

組織的な対応を徹底するとともに、保護者や地域住民との連携を一層強化してまいります。 

 児童生徒や保護者の抱える悩みを受け止めることができるよう、令和４年度においても、

心理の専門家であるスクールカウンセラー、福祉の専門家であるスクールソーシャルワー

カー、学校の相談窓口であるさわやか相談員をすべての市立学校へ配置・派遣し、教育相

談体制の充実を図ってまいります。 

  また、「『いのちの支え合い』を学ぶ授業」を核として、「ＳＯＳの出し方に関する教

育」を推進するとともに、教職員に対し、児童生徒が発するＳＯＳに適切に対応できるよ

う、「ゲートキーパー研修」を実施してまいります。 

  ・生徒指導総合計画事業 ３４４千円の内数 

  ・いじめ防止等対策推進事業 ８，００３千円の内数 

  ・教育相談推進事業 ４６３，６５０千円の内数 

（回答）子育て支援政策課 

 子どもの権利を保障するための取組みとして、『第２期さいたま子ども・青少年のびの

び希望(ゆめ)プラン』を策定し、子ども・青少年の幸せと命の尊さを第一に考える地域社

会の実現に向けて、乳幼児期から青少年期に至るまで切れ目のない支援・施策を推進して

いるところです。  

今後も、未来を担う子どもが生まれ育った環境に左右されることなく、その個性が尊重

され、健やかに育ち、自立し、夢と希望を持ち、輝けるよう、引き続き、各種事業を推進

してまいります。 

（４６）義務教育学校の導入においては、過大規模校の解消という目的の武蔵浦和地区で

はなく、地域からの要望がある場所を優先し、本市の掲げる小中一貫の教育体系の理念を

実現できるよう、新設を検討していくこと。 

（回答）教育政策室、学校施設課、学事課 

 義務教育学校の導入については、地域の強みを生かした教育の在り方について、地域の

皆様の意見を踏まえ、義務教育学校の設置を含めた様々な方策を多角的に検討してまいり

ます。 

（４７）市立浦和中学高等学校及び大宮国際中等教育学校での事例を踏まえ、市の中高一

貫教育を一層推進するために、公立の中高一貫校の新設も進めていくこと。 

（回答）高校教育課 

 市立浦和中学校・高等学校、大宮国際中等教育学校は志願倍率が高く、進学実績も良好

であり、中高一貫教育校に対する市民のニーズは高いものがあります。また、教育実践を

普及することで、市全体の教育の底上げや、さいたま市で子育てをしたいと考える若い世
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代を増加させることも期待できます。今後も、両校の成果を踏まえ、中高一貫校について

の研究を進めてまいります。 

（４８）通学路の再点検による道路安全対策を継続実施し、段階的なゾーン３０の導入、

グリーンベルトなどのカラー舗装、ガードレール整備など安全対策としての道路標示等を

工夫するなど、通学路については最優先事項として早急な整備を行うこと。また、今まで

対策が困難だった個所についても様々な観点から再検証し関係各所と協議の上、改善する

こと。 

（回答）道路環境課 

 通学路の再点検に基づき、教育委員会と連携し、道路管理者として効果的な安全対策を

実施してまいります。 

  ・交通安全施設整備事業 ３，９０６，２９７千円の内数 

（回答）学事課 

 通学路の安全点検については、保護者、防犯ボランティア、自治会など多くの方々の御

協力をいただきながら、毎年全ての小中学校において実施しております。点検の結果、整

備を要すると考えられる箇所については、児童生徒の登下校をより安全なものにするため、

警察や道路管理者と連携して対策を進めてまいります。 

（４９）特別支援学校の過密状態を鑑み、本市独自の対応対策をして子供たちの教育環境

向上の事業を実施すること。 

（回答）特別支援教育室 

  知的障害児の特別支援学校等に係る教育環境の充実を図るため、ひまわり特別支援学

校に知的障害教育部門高等部の設置準備を行います。今後も、埼玉県と連携して、知的障

害のある児童生徒の教育環境について検討してまいります。 

  ・特別支援学校管理運営事業（特別支援教育室） ９９，５２１千円の内数 

（５０）学校飼育動物は子どもたちの成長教育課程で命の大切さを学ぶ上で重要である。

現在の学校飼育動物の巡回診療は獣医師と市職員が一緒に複数校を 1 日で回る状況であり、

複数校を回る為にスケジュール調整が難しい状況である。学校の予定に柔軟に対応できる

よう学校飼育動物の担当医制度を導入し、必要な時期に適切な診療ができるような制度設

計をすること。また、動物もいつ病気になるか分からないため、複数回診察をしても獣医

師の負担とならないよう診療費を確保すること。 

（回答）指導１課 

 学校飼育動物は子どもたちの成長教育課程で命の大切さを学ぶ上で重要であると捉えて

おり、埼玉県獣医師会さいたま支部と連携を図り、引き続き、各学校の取組を支援してま

いります。 学校飼育動物を通じた教育については、既に全ての市立小学校で実施しており、

ウサギ、モルモット、ニワトリを飼育している市立小学校においては、年１回、巡回診察
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治療を実施し、埼玉県獣医師会さいたま支部の獣医師による飼育動物の健康状態の診察や

飼育環境についての点検、指導、助言及び簡単な治療を行っております。 

 令和４年度から、各学校が、担当の獣医師と連携をより密に図ることができるようにす

るため、巡回診療の時期を見直し、例年３学期（１月）に実施していた巡回診療の時期を

１学期に変更いたします。 

 飼育動物の診察・治療が必要となった場合については、引き続き埼玉県獣医師会さいた

ま支部と連携し、実施してまいります。 

  ・学校教育推進事業（一部） １,８１７千円 

（５１）学校における「命」の教育の機会を増やすこと。また、児童生徒の発達段階に応

じた性教育に取り組み命と他者への尊厳を育んでいく教育を積極的に進めること。 

（回答）健康教育課・指導１課・特別支援教育室・高校教育課・指導２課・総合教育相談

室・人権教育推進室 

 学校における「命」の教育については、「赤ちゃん・幼児触れ合い体験」、「『いのちの

支え合い』を学ぶ授業」、「デート DV」に関するパンフレットの配布、日々の生徒指導な

ど、様々な機会で取り組んでおります。「生命（いのち）の安全教育」については、令和３

年度は保健主事研修会・養護教諭研修会・安全教育主任研修会などで講演を実施し、指導

内容や文部科学省のモデル教材などについて情報提供を行いました。今後も、各学校が「命」

の教育の実施の機会を増やすことができるよう、これまでの取組に加え、先進校の取組を

紹介してまいります。 

 また、性に関する指導については、引き続き、学習指導要領に基づき、体育科（保健領

域）・保健体育科（保健分野）・保健体育科（科目保健）や特別活動、総合的な学習（探

求）の時間、その他関連する教科等、学校生活全体を通じて実施してまいります。 

  ・健康教育推進事業（一部） ７０千円 

  ・学校教育推進事業（一部） １０７千円 

  ・教育相談推進事業（「ＳＯＳの出し方に関する教育」の推進）（一部）８８千円 

  ・人権教育推進事業（学校人権教育推進事業）（一部） １２４千円 
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１０．災害に強い都市 

【防災対策関連】 

（５２）自主防災組織率の向上を図り、自治会、消防団、自警消防団、防災アドバイザー

等の連携強化を図る支援をより一層すすめること。併せて、災害時の協力体制や役割分担

を明確にするために、各区単位の実践的な防災訓練を実施するなど地域防災体制をより一

層充実させること。 

（回答）消防団活躍推進室 

 連携強化を図る支援については、消防団が公助と自助・共助とのつなぎ役としての機能

が果たせるよう、自治会、自主防災組織への訓練指導及び合同訓練等の実施を更に促進し

てまいります。また、自警消防団については、引き続き支援を行ってまいります。 

  ・消防団運営事業 ２５０，８７８千円 

（回答）防災課 

 自主防災組織の結成率向上のため、自主防災組織未結成の自治会に対して結成マニュア

ルの配布などを通して、結成に向けた働きかけを継続してまいりたいと考えます。 

 また、防災アドバイザーの養成を図るとともに、自主防災組織に対し、地区防災計画策

定の支援を引き続き、実施してまいります。 

 防災訓練に関しましては、区ごとに開催される避難所運営訓練を今後も積極的に進め、

自主防災組織を中心に構成される避難所運営委員会の活動を、より充実させて参ります。 

    ・自主防災組織育成事業 １３０，１６８千円 

  ・防災訓練事業（各区避難所運営訓練） １１，６０５千円 

（５３）災害時において、市民の冷静且つ的確な避難行動等が必須になることから、国・

県と連携し、正確な情報を速やかに伝えるためにより一層ＩＣＴを活用した広報活動や通

信手段を整備すること。併せて、これらのシステムについて、市民への情報提供を確実に

行うこと。また、避難所開設・運営訓練に関して、定型的な訓練を実施しているが、指定

避難場所までの移動ルートの設定、避難場所での避難者集中化問題など多くの課題を抱え

ている事を鑑み、見直しを行うこと。特に、区を跨ぐ避難ルートなどについては、地域住

民の意見も考慮し、改善に向けた取り組みを進めること。 

（回答）防災課 

 令和４年度から、迅速かつ円滑な情報提供を目的とした防災アプリのリリースを実施い

たします。防災アプリでは市民の方々が平時及び災害時におきまして防災情報を確実に取

得していただくとともに、的確な避難行動に繋がる情報の発信を行います。 

 避難所運営訓練の実施にあたっては、各避難所運営委員会において、地域の実情に鑑み

ながら、避難所までの避難ルートの確認や要支援者への対応等についても実施しています。 

 また、荒川の浸水想定区域となる西区・桜区・南区については、区を跨ぐ広域避難を行

う必要もあることから、台風第１９号での対応も踏まえ、広域避難計画の見直しを進める

など、一部の避難所に避難者が集中することのないよう努めています。 
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  ・防災対策事業（防災アプリ運用保守業務）    ４，３６７千円

（５４）豪雨災害が頻発している中、治水施設の整備と雨水流出抑制施設の設備が重要で

ある。浸水対策が必要な一級河川（指定）、準用河川、普通河川については予防的な減災

対策を考慮した対策を早急に実施すること。また、下水道の普及が遅れている地域におい

ては整備強化を図るとともに、道路冠水や床上・床下浸水などが頻発に発生するエリアに

おいては、地域の実情に合わせた整備を早急に検討、実現すること。 

（回答）河川課、下水道計画課 

 浸水対策が必要な河川における予防的な減災対策や、下水道による浸水対策が遅れてい

る地域については、浸水被害の発生状況や市民要望などを踏まえて、効率的、効果的に関

係部局と連携を図りながら総合的な治水対策を検討してまいります。 

  ・河川改修事業 １，６３７，３４５千円の内数 

  ・下水道浸水対策事業 ３，７３５，５４４千円の内数 

（５５）避難所等には健常者だけでなく障がいのある人も避難をされる。よって、視覚障

害者、聴覚障害者の方なども安心して避難所生活が送れるように、避難所運営マニュアル

には障がい者への情報提供の仕方なども明記し運用を周知すること。 

（回答）防災課 

 本市の避難所運営マニュアルでは、障害のある方の特性に応じた配慮を障害の種類ごと

に具体的に掲載しています。また、視覚障害者への情報提供の方法については、掲示板等

に記載してある文字による情報は、読み上げるなど音声にして伝えることとしています。 

 また、聴覚障害者については、簡単なコミュニケーションボードや聴覚障害者の特性に

ついて記載している説明資料等を各避難所の防災倉庫に備蓄し、必要な情報提供が可能と

なるようにしています。 

 今後も避難所運営委員会などに対し、障害者など配慮の必要な方への情報提供のあり方

について引き続き周知してまいります。 

（５６）市民の日常生活している場所にどのような災害が潜んでいるか、災害があった場

合どのように対応すれば良いかなど市民生活に直結した情報を提供していくことが必要で

ある。身近な施設での情報提供をするために、郵便局、金融機関等、市民が日常利用する

施設へ市報・ハザードマップなどを配架できるラックなどを整備し情報発信をすること。 

（回答）広報課 

 市報さいたまについては、身近な施設への配架を強化するため、市内各駅や郵便局への

配架を継続するとともに、配架場所に関する市民ニーズの把握に努め、効果的な情報発信

に向けて検討してまいります。 

（回答）防災課 

 防災情報の発信として、これまで防災ガイドブックの全戸配布や、ハザードマップの市
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内公共施設での配布など、より多くの方々へ周知啓発を行ってまいりました。令和４年度

には防災アプリの活用により、迅速かつ円滑な情報発信と更なる情報の定着を実施してま

いります。様々な情報発信について今後も研究してまいります。 

  ・防災対策事業（防災アプリ運用保守業務） ４，３６７千円 

【消防力関連】 

（５７）消防団の充足向上に一層努めるとともに、実態の伴わない消防団員の削減にも取

り組み、地域の防災力を損なうことなく維持、向上ができる施策を構築すること。また、

団員に必要以上の負担となりすぎないような活動内容の検討をすること。 

（回答）消防団活躍推進室 

 消防団員の充足については、「さいたま市消防団充実強化計画」に基づき、充足率の向

上に努めてまいります。また、実態の伴わない消防団員については、概ね１年間以上無出

場の団員に対して活動の意思を確認しているところですが、引き続き確認を行ってまいり

ます。 

 また、団員の負担軽減については、これまでも研修の実施日程を縮減するなどの対策を

講じているところですが、今後とも団員に寄り添いながら負担軽減できるよう工夫してま

いります。 

  ・消防団運営事業（消防団充実強化事業） １５０，７０２千円 

１１．危機管理（新型コロナウイルス対策含む） 

【新型コロナウイルス対策関連】

（５８）変異株の出現もあり、まだまだ予断を許さない状況下である。このことを鑑み、

引き続きワクチンの安定供給と接種並びに、国・県との連携強化を行い、的確且つ迅速に

情報を共有し、市民の安全安心の施策を実施すること。併せて、コロナ禍の影響で、救急

搬送体制が危惧をされている。安定した体制を継続するために、医療機関や関係各所と連

携強化を行いリアルタイムで正確な情報共有に取り組むこと。 

（回答）新型コロナウイルスワクチン対策室、救急課 

 ワクチン接種は予防接種法に基づき実施している事業であり、国の動向を注視しつつ、

引き続きワクチンの安定供給及び関係機関との連携による的確且つ迅速な情報共有に努め

てまいります。３回目のワクチン接種については、医療従事者や高齢者施設等の入所者・

従事者だけでなく、接種対象者となる全ての方の接種間隔を一律６か月に短縮した前倒し

接種の実施や、各区への集団接種会場の設置、区役所や商業施設等での接種予約の支援窓

口の開設など、引き続きワクチン接種事業が円滑に推進できるよう取組体制を整備してま

いります。 

 また、救急搬送に際しては、埼玉県救急医療情報システムを有効に活用し、県内の救急

医療体制を把握するとともに、市内救急告示医療機関をはじめ、埼玉県や関係部局とも引

き続き連携を図りながら、安定した救急搬送体制が維持できるよう取り組んでまいります。 

  ・新型コロナウイルスワクチン接種事業 １４，８５９，３９３千円の内数 
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（５９）新型コロナウイルスにより看護師が不足している状況にある。看護の専門性を向

上させていけるように准看護師が看護師の資格が取得できるよう進学支援の強化を行うこ

と。また、看護師の特定行為研修修了者の促進強化や感染症認定看護師の研修機会の拡充

に取り組むこと。 

（回答）健康増進課 

 准看護師が看護師の資格を取得するための進学支援の強化については、大宮医師会が運

営する大宮医師会看護専門学校に対する補助金の交付を通じて支援してまいります。 

  ・地域医療推進事業（健康増進課）（看護専門学校、歯科保健事業等補助事業）（一

部） ５，０５０千円 

（回答）病院総務課 

 市立病院においては、質の高い看護実践ができるよう、感染症をはじめとする認定看護

師の研修機会の確保など、引き続き専門知識の習得を支援してまいります。 

  ・看護職員研修研究事業  ６，３５８千円 

（回答）地域医療課 

 看護職員の確保については、本市も参加している全国衛生部長会において、看護職員確

保対策の総合的な推進を図るため、県の地域医療介護総合確保基金への予算措置等を国に

要望してまいります。 

（６０）新型コロナウイルス感染症の自宅療養者においては、訪問介護に訪問看護ステー

ションの看護師の協力が必要である。訪問看護師のＰＣＲ検査など健康管理の配慮のほか、

危険手当等報酬加算をするなど人材確保に努めること。また、新型コロナウイルスの感染

症患者入院病床の確保のために県との連携強化を行い、柔軟に対応できる体制を構築する

と同時に、在宅療養者に対して更なる支援が出来るように在宅診療、訪問看護ステーショ

ンと連携して施策を実施すること。 

（回答）地域医療課 

 医療体制を拡充させることについては、市内医療機関における新型コロナウイルス感染

症患者の入院病床確保及び重症・中等症患者の受入れに対する補助制度を令和２年度に創

設しており、令和３年度も継続して実施しております。令和４年度につきましても、市内

医療機関に対する補助を実施してまいります。 

 在宅療養者に対する支援については、地域医療との連携がより重要になることから、市

としては、医師会への協力をお願いしているところです。健康観察や体調不良者への診療・

処方を行うため、埼玉県において登録を行っている「協力医療機関」とも引き続き連携す

ることで、自宅療養者が安心して療養生活が送れるよう、取組みを推進してまいります。 

 また、医療提供の一層の促進を図るため、令和３年度に訪問看護ステーションに対する

市独自の補助制度を創設するとともに、自宅療養中に酸素投与が必要となった場合に備え、
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市で酸素濃縮装置を２０台確保しました。今後も、訪問診療やオンライン診療等の促進、

訪問看護ステーションとの連携について充実を図ってまいります。 

  ・感染症予防事業（地域医療課）（一部） ９６９，０４５千円 

  ・感染症予防事業（疾病予防対策課）（一部） １５，８４０千円 

（回答）介護保険課 

 新型コロナウイルス感染症の陽性者に対応した介護事業所等に対し、通常の介護サービ

スの提供では想定されないかかり増し費用に対する補助は、令和３年度から埼玉県が行っ

ています。引き続き、各事業所に対し、補助制度の周知を行ってまいります。 

【危機管理対策関連】 

（６１）各種災害等が発災した場合には、対策本部長の判断のもと目の前の事態に迅速か

つ的確に対応できる体制の確立や、地域の情報収集の人員確保が出来る体制づくりをする

こと。 

（回答）防災課 

 災害発生時に、速やかに全庁各班において目下の事態に対応できるよう、引き続き、地

域防災計画に定める「災害対策に関わる事務分掌」を始め、各部マニュアルの整備、庁内

各所管課との調整・整備に努めてまいります。 

 また、大規模災害時における、各班の役割分担や災害対応のイメージ形成を図るため、

引き続き、震災対応に係る図上訓練を行ってまいります。 

  ・防災訓練事業（さいたま市災害対策図上訓練） ４，４００千円 

（６２）自治会や自主防災組織から市有地、市有施設（公園・学校・高架下など）の公有

地（国・県含む）に防災倉庫の設置要望や防災井戸、防火水槽などの防災水利の設置要望

があった際には、避難所に行く前の一時避難に効果があることから、速やかに設置できる

よう部局横断的に支援をしていくこと。 

（回答）防災課 

 市有施設などへの防災倉庫の設置については、候補地を所管する関係部局との調整を実

施しており、引き続き、必要な支援を続けてまいります。 

 また、地域の住民に生活用水として提供する井戸(防災対策用指定井戸)を確保するため

又は既に自主防災組織が指定した防災対策用指定井戸の水質を維持するために、自主防災

組織が行う水質検査事業に対し、補助を継続してまいります。 

  ・自主防災組織育成事業 １３０，１６８千円 
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１２．健康・医療・福祉 

【健康関連】 

（６３）健康寿命年齢層を中心に、生産年齢以後のライフスタイルを想定した多面的な保

健・福祉政策を実施していくために局内の事務事業を段階的に見直すこと。また、財政面

においても高齢化社会に適応できる仕組みに変えていくこと。併せて、がん検診率の向上

に努め、末期ガン患者に対する在宅療養時の医療ベッドの早期支給体制制度を確立するこ

と。 

（回答）健康増進課、地域保健支援課、介護保険課 

 保健福祉局の事務事業の段階的な見直しと財政面においても高齢化社会に適応できる仕

組みに変えていくことについては、超高齢社会が進展し、生活保護、医療、介護といった

社会保障費の更なる増大など、団塊の世代が後期高齢者になる２０２５年以降を見据えた

対応が喫緊の課題となっていることから、国の動向等を今後も注視してまいります。 

 また、がん検診の受診率向上については、対象者へ個別受診勧奨はがきの送付、「健康

診査のお知らせ」冊子の全戸配布、検診対象初年度無料事業、ホームページやＳＮＳ等を

活用した各種啓発事業を引き続き実施してまいります。 

 さらに、末期ガン患者に対する在宅療養時の医療ベッドの支給については、要介護２以

上に該当の場合、福祉用具貸与で特殊寝台が利用可能です。また、要介護状態区分が対象

とならない方でも、特定の状態に該当する場合は、例外的に利用を認めています。さらに、

退院後すぐに特殊寝台が必要な方については、優先的に手続きを進めるなど配慮していま

す。 

 なお、小児慢性特定疾病医療給付制度や介護保険制度の対象とならない若年の末期がん

患者を対象とした「さいたま市若年がん患者ターミナルケア在宅療養生活支援事業」を令

和３年度から開始しております。本事業では、在宅療養生活で必要となる特殊寝台等の福

祉用具の貸与の他、訪問介護及び訪問入浴介護の各サービス並びに福祉用具購入に要する

経費について補助金を交付いたします。 

  ・若年がん患者ターミナルケア在宅療養生活支援事業 ４，１７１千円 

  ・健康づくり健診事業（がん検診事業） ３，８３４，３４７千円   

  ・介護サービス等諸費 ７５，８１６，３０２千円 

  ・介護予防サービス等諸費 ２，１５３，０４６千円 

【医療関連】 

（６４）ＩＣＴを活用した地域医療ネットワークを整備し、病院連携の仕組みを強化しな

がら、利用者に利便性のある効率的な診療医療体制を構築すること。併せて、既存病院で

ある、さいたま市立病院やさいたま市民医療センター、さいたま赤十字病院、自治医科大

学さいたま医療センターなどの市内病院と連携を図りながら、地域医療における人材を確

保し、市民が身近で安心して医療が受けられる医療体制を推進すること。また、医学、薬

学、保健医療、福祉などに強い大学間の連携を強化し、医学系大学の教育研究施設など県

との連携による誘致を進めること。また、高等看護学院の定員増をすすめ、地域の医療従
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事者の育成を積極的に取り組むこと。 

（回答）地域医療課 

 ＩＣＴを活用した地域医療ネットワークについては、国や県など他自治体の動向を注視

し、研究してまいりたいと考えております。 

 地域の医療従事者の確保については、引き続き、分娩を取り扱う産科医等の処遇改善を

図るため、分娩手当を支給する施設に補助金を交付してまいります。 

 また、看護職員の確保については、本市も参加している全国衛生部長会において、看護

職員確保対策の総合的な推進を図るため、県の地域医療介護総合確保基金への予算措置等

を国に要望してまいります。 

 県との連携による医学系大学の教育研究施設の誘致については、埼玉県の大学病院等の

整備計画の公募の結果、順天堂大学の病院整備計画が採用され、平成３０年３月の医療審

議会において、同計画の着工の延期が承認されました。本結果を踏まえ、今後も、埼玉県

が進める病院整備計画に協力をしてまいります。 

  ・地域医療推進事業（産科医等確保支援事業） １９，３６０千円 

（回答）病院総務課 

 市立病院の医師については、関係大学病院に依頼し、確保に努めてまいります。 

 看護師、医療技術員については、市報・ホームページによる採用選考の広報、看護大学

等の就職説明会への参加や資料配布など、積極的な募集活動を行うほか、院内保育室を運

営するなど、定着対策も実施してまいります。 

 また、「さいたま市立病院中期経営計画」を踏まえ、医療従事職員の増員を見込んでお

り、適正な配置に努めてまいります。 

 人材の育成については、必要な学会、講習会、研修会へ派遣して、医療技術の向上に努

めてまいります。 

  ・看護師確保対策事業                   ２，２２３千円 

  ・院内託児事業                     ６５，９１５千円 

  ・医師研究研修事業                    ３，８００千円 

  ・看護職員研修研究事業                  ６，３５８千円 

  ・医療技術員研修研究事業                 ２，８４２千円 

（回答）産業展開推進課 

 さいたま医療ものづくり都市構想第３期行動計画を推進する中で、学会・臨床現場のニ

ーズ収集や企業とのマッチング活動等、産・学・官・医の連携を促進し、医療機器関連産

業の育成を進めてまいります。 

  ・新産業育成支援事業（医療ものづくり都市の推進） ４６，９１４千円 

（回答）高等看護学院 

 高等看護学院の定員増については、平成２８年度入学分より、それまでの４０名定員か
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ら６０名に増員しております。また増員後におきましても、定員を確保できている状況に

あります。 

今後において、本市全体の看護師需要を見極めながら、引き続き、定員を確保し、地域

医療に貢献できる看護師の養成に努めてまいります。 

  ・高等看護学院管理運営事業 １０７，７１４千円 

（６５）各種保育施設では、食物アレルギー、内臓疾患を持つ子供を預かるケースもあり

各施設で看護師の配置ができるような助成制度を創設すること。 

（回答）保育課 

 看護師配置の助成については、特別な支援を必要とする園児に対して看護師等を配置し

た場合に人件費に係る助成を引き続き行ってまいります。健康観察を行う看護師の配置に

ついては、本市固有の事情ではなく制度として恒久的に加配されるべきことから、引き続

き国に対する提案・要望を行ってまいります。 

  ・特定教育・保育施設等運営事業 ４０，４２４，２３８千円の内数 

（６６）在宅診療所・訪問看護ステーションの拡充のために看護師の増員が必要であるた

め、その補助を行うこと。 

（回答）健康増進課 

 看護師の増員に対する補助については、大宮医師会が運営する大宮医師会看護専門学校

及び大宮医師会立大宮准看護学校に対する補助金の交付を通じて支援してまいります。 

  ・地域医療推進事業（健康増進課）（看護専門学校、歯科保健事業等補助事業）（一

部） ８，６００千円 

（回答）地域医療課 

 看護職員の確保については、本市も参加している全国衛生部長会において、看護職員確

保対策の総合的な推進を図るため、県の地域医療介護総合確保基金への予算措置等を国に

要望してまいります。 

（６７）市民の健康の為、適切な保険制度が運用されることが重要である。国民健康保険

事業も適正な運用をするうえで、不適切な診療報酬請求の監視が必要であり、その上で、

患者への施術内容確認(照会)において、患者が診療を受けたことに後ろめたい感情を抱き

適切な診療を控えることの無いように、文面には十分配慮したうえで調査を行うこと。ま

た、生活保護者が、医師の同意が不要な傷病に対して施術の選択の機会を失うことがない

よう、生活保護取扱者に対して施術選択妨害防止の周知徹底に取り組むこと。 

（回答）国民健康保険課 

 柔道整復施術療養費について、被保険者への文書照会を通じて、柔道整復施術療養費の

支給対象となる負傷及び施術内容を確認し点検を行い、過誤・不正請求の防止を行うこと

により医療費適正化を推進する業務を令和２年度から外部委託により実施しております。
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通知文書の表現等につきましては、被保険者に不要な心配を掛けないように配慮してまい

ります。 

  ・国民健康保険管理事務事業（柔道整復施術療養費支給申請書内容点検業務）  

２，６２１千円 

（回答）生活福祉課 

 生活保護制度における施術の内、「柔道整復」につきましては、脱臼又は骨折の患部に

応急で手当てをする場合、医師の同意が不要とされております。そのため、生活保護受給

者の方が施術の選択の機会を失うことが無いよう、本取扱いについて改めて周知・徹底を

して参ります。 

【福祉関連】 

（６８）児童養護施設出身者など、社会的養護を受け、社会的に独立をしようとする若者

たちを支援するために、市独自の奨学金制度の創設をすること。併せて、生活困窮世帯に

対する学習支援、就労支援の更なる拡充を行うこと。 

（回答）子ども家庭総合センター総務課、生活福祉課 

 令和３年度から社会的養護を受ける子どもが大学等に進学した際に低額で利用できる居

室の提供を行うほか、様々な相談に対応する「希望の家」事業及び「居場所」を作り生活

上の困りごと、就業上の問題や進路などの相談に対応する「アフターケア」事業を埼玉県

と共同で実施しており、市財源としてクラウドファンディング型のふるさと納税を実施し

ました。 

 令和４年度も「希望の家」の居室数増等、内容を拡充して継続実施し、引き続きクラウ

ドファンディングの活用を検討してまいります。 

 また、経済的な困窮が世代間で連鎖することを防止するため、生活困窮世帯に対する学

習支援、就労支援について、状況に応じた支援を積極的に実施してまいります。 

  ・社会的養育推進事業（児童養護施設退所者等アフターケア事業） ９，９４２千円  

  ・生活困窮者自立支援事業（生活困窮者学習支援事業） ７９，５３０千円 

  ・生活困窮者自立支援事業（生活困窮者学習支援事業（小学生））  

１０，９０９千円 

  ・生活保護執行管理事業（生活保護等就労支援事業） １３７，９７３千円 

（６９）ＤＶ、児童虐待防止の取組みにおいて、配偶者暴力相談センターや男女共同参画

推進センターとの連携を強化、充実すること。併せて、市民に対して、各種相談所等の情

報提供を的確に行うこと。また、児童虐待においては、速やかな対応が出来る体制を更に

進めるため、児童相談所の 2 施設体制の効果を充分に発揮できる仕組みを構築し、児童虐

待の減少に努めること。 

（回答）南部児童相談所 

児童相談所は、平成３０年２月に子ども家庭総合センターに移転、令和２年４月には北部
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児童相談所及び南部児童相談所に分割し、年々増加する児童虐待相談件数に対応できるよ

う機能の充実を図っております。また、令和３年４月には南部児童相談所に初期対応を担

う係を新設しました。職員の増員については、児童福祉司９人、児童心理司１０人を増員

いたしました。引き続き国から示されております児童福祉司の配置基準に基づき、児童相

談所の体制及び専門性の強化を務めてまいります。 

  ・児童相談等特別事業（南部児童相談所） ４１，４５１千円 

（回答）人権政策・男女共同参画課 

 ＤＶ防止に関わる関係機関の連携については、さいたま市ＤＶ防止対策関係機関連携会

議を実施し、より有機的かつ効果的な連携を図ってまいります。 

 また、この連携会議において、関係機関同士の業務について共通認識を深め、市民に対

して的確な情報提供が行えるよう努めてまいります。 

  ・男女共同参画推進センター等管理運営事業（相談・ＤＶ防止事業）  

７，２８０千円の内数 

（７０）不正受給のない公平で適切な生活保護行政に努めること。特に、悪質な不正受給

者への対策強化と法的根拠を用いた中での明確な罰則など法律家等と専門的部署との連携

強化を行うこと。また、高齢者の生活保護に対して、実態を的確に把握し医療費など見直

すべき点は見直しをしていくこと。 

（回答）生活福祉課 

 生活保護受給世帯に対して、法令通知に基づく調査等を適宜適切に行うことより、不正

受給の早期発見、早期対応に努めてまいります。 

 悪質な不正受給に対しては、その費用を徴収するとともに、警察署等関係機関との協議

を行い、詐欺罪に当たる場合は刑事告訴等を行うなど、厳格な対応に努めております。 

 医療扶助費につきましては、年に１回さいたま市の医療扶助データの分析を実施すると

ともに、後発医薬品の使用促進や頻回受診患者に対する適正受診指導、また、症状が重篤

化する可能性のある生活保護受給者への受診勧奨や保健指導等により、適正化を図ってま

いります。 

 今後も、これらの取組により、生活保護法に基づく公平で適切な生活保護行政に努めて

まいります。 

  ・生活保護執行管理事業（警察との連携協力体制強化事業） ４４５千円 

  ・生活保護執行管理事業（健康管理支援事業） １１，１０８千円 

（７１）ケアラー支援条例を制定し、横断的かつ専門的な部署を創設、ケアラー支援拠点

の創設など、ケアラーに対する具体的な支援を実施していくこと。また、ヤングケアラー

の実態を把握し、子供たちへの負担軽減策を講じること。 

（回答）福祉総務課、障害支援課、いきいき長寿推進課、子育て支援政策課、青少年育成

課、子ども家庭総合センター総務課、総合教育相談室 
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 「ケアラー支援について関係条例設置や専門部署の設置」については、令和３年７月に

保健福祉局・子ども未来局・教育委員会事務局の関係課を構成メンバーとする検討プロジ

ェクトチームを設置し、条例制定やケアラー支援策の強化に向けて取り組んでいるところ

です。ケアラー支援に資する既存の取組の整理を行い、すでに実施している支援策につい

ては、「ケアラー支援の視点」を持って継続的に実施していくとともに、ケアラー支援拠

点の必要性なども含めて、支援を必要としているケアラーが適切な支援につながる仕組み

づくりを検討してまいります。また、市立中・高・中等教育学校において実施したヤング

ケアラー実態調査をはじめ、様々な機会を捉えて実態の把握に努め、大人に代わってケア

を担っている子どもの負担軽減を図るために、部局横断的な連携によるヤングケアラー支

援についても引き続き検討してまいります。 

・福祉総合計画進行管理及び地域福祉等推進事業（ケアラー・ヤングケアラー啓発事

業）  ３，９５８千円 

（７２）高齢者サロンの拡充に努め、高齢者の引きこもりや孤独の軽減に努めること。併

せて、福祉まるごと支援センターの周知に努め、相談しやすい体制にすること。また、生

産年齢以後の高齢者及び障がい者の就労支援、就職斡旋の拡充について具体的に検討し、

障がい者支援センターが市民の相談窓口になるよう指導するなど、関係機関との連携を強

化していくこと。 

（回答）福祉総務課 

 福祉丸ごと相談センターについては、継続的に周知を図るととともに、市民にとって相

談しやすい体制となるよう、全区配置を目指して引き続き取り組んでまいります。 

（回答）高齢福祉課 

 高齢者サロンの拡充については、地区社会福祉協議会が主体となって実施している、お

茶会や体操等の高齢者サロンの開催を含む高齢者の見守り活動に対し、補助金を交付して

おります。今後も、地域における高齢者の見守り活動が活発に行われるよう、支援してま

いります。 

 高齢者の就労支援については、セカンドライフ支援センターにおいて、キャリアコンサ

ルタントによる相談や各種セミナー・就労に関するイベントの開催など、就労を希望する

高齢者がさらに活躍できる機会を提供するために、事業を行ってまいります。 

  ・生涯現役のまち推進事業（高齢者見守り活動奨励補助金交付事業） 

 １１，２７４千円 

  ・生きがい推進事業(セカンドライフ支援事業) １１，５１５千円 

（回答）障害者総合支援センター 

 就職を希望する障害者については、職を斡旋するハローワークに繋ぎ、また、ハローワ

ークや埼玉県障害者雇用総合サポートセンターといった関係機関と密に連携し、新たに障

害者雇用を始める企業を開拓し働く場づくりを進めるとともに、障害者やその家族の求め
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に応じて、最前線の窓口として、引き続き障害者就労支援に取り組んでまいります。 

（７３）手話言語条例の制定を検討すること。また、障がい者の働く場づくりに努め、企

業へのインセンティブなどの対策を積極的に行うこと。 

（回答）障害政策課 

 本市のノーマライゼーション条例は、「手話は言語である」と規定している障害者権利

条約の理念を踏まえて制定しており、「手話は言語である」という認識については、共有

されていると考えております。平成３０年度より「全国手話言語市区長会」に加盟してお

り、引き続き、各自治体における手話関連施策について情報収集を行うとともに、ノーマ

ライゼーションの理念を踏まえ、聴覚障害をはじめとする障害のある当事者や、障害者福

祉に深い見識を持つ有識者の方々で構成された障害者政策委員会において、障害のある方

が直面しているコミュニケーションに係る課題等について、御意見を伺ってまいります。 

  ・ノーマライゼーション推進事業（全国手話言語市区長会負担金） １０千円 

【青少年育成関連】 

（７４）放課後児童クラブに対して国の制度（例：放課後児童クラブ育成支援体制強化事

業など）を最大限に利用し、施設整備や運営補助の拡大に努め、相談の受け皿体制や民間

との連携を更に強化して待機児童の解消に努めること。併せて、公設放課後児童クラブの

配置状況を確認し、各区毎にバランスの取れた整備をすること。 

（回答）青少年育成課 

 民設放課後児童クラブの運営支援については、委託料に含まれる家賃補助の増額やクラ

ブにおける事務負担軽減のための加算の創設など、拡充に努めてまいりました。 

 引き続き、国の補助金を活用しながら、委託実施基準の見直しと併せて、前年度の委託

実施基準による委託料と比較し減額となるクラブ対する支援等を実施してまいります。 

 また、民設放課後児童クラブに対する運営支援と併せて、施設整備を推進することによ

りまして、待機児童の解消に取り組んでまいります。 

  ・放課後児童健全育成事業（民設放課後児童クラブ運営委託事業） 

 ２，５３３，７７４千円 

  ・放課後児童健全育成施設整備事業 １２８，６６４千円 

（７５）放課後児童クラブの指導員への処遇改善助成なども強化し、専門的な指導員の確

保と指導員の質の向上を確保すること。また、放課後児童クラブにおいて、障がい児の巡

回支援制度の拡充や相談の受け皿体制の更なる強化を行うこと。 

（回答）青少年育成課 

 放課後児童支援員の処遇改善については、民設放課後児童クラブ放課後児童支援員処遇

改善費補助金制度を平成２７年度に創設して以降、対象者や交付額の拡充に取り組んでま

いりました。令和２年度からは、他職種との給与格差を踏まえて基本給改善加算の拡充を

行っております。 
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 引き続き、この制度の実績及び効果を検証し、国の補助金も活用しながら、放課後児童

支援員の処遇改善に取り組み、人材の確保及び経験豊富な支援員の定着の支援に努めるほ

か、児童の発達や障害等の相談に対応するため、巡回保育相談を実施してまいります。 

  ・放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ支援員等の処遇改善） 

１７７，２４９千円 

１３．市民生活・生涯学習 

【自治会関連】 

（７６）自治会員の加入率低下に歯止めをかけるため、本庁舎内に各区共通の地域コミュ

ニティコンシェルジュの創設など、集中的に支援が出来る新しい仕組みを検討し、すべて

の地域におけるコミュニティ活性化に積極的に関与できる体制を各区役所と連携しながら

早急に具体化すること。また、自治会連合会ホームページについて、市民への周知を広げ

るとともに、民間企業とも連携しながら更に内容を充実させ、若年層世代に利用してもら

えるシステムを構築すること。 

併せて、自治会への各種要請・申請手続きについては自治会役員の負担軽減のために、事

務作業の負担の少ない仕組みに改善していくことや要請・申請手続きの集約化など事務作

業の軽減など改善の余地が多い事務を見直すこと。 

（回答）コミュニティ推進課 

 自治会への加入促進については、さいたま市自治会連合会と連携し、加入促進部会にお

いてとりまとめた報告書に基づき、ホームページ立ち上げ支援を行うなど、取り組みを進

めているところです。引き続き、さいたま市自治会連合会と連携しながら地域コミュニテ

ィの活性化に努めるとともに、御提案の地域コミュニティコンシェルジュの創設など、集

中的に支援ができる新しい仕組み作りについては、区役所と連携し研究してまいります。 

 さいたま市自治会連合会のホームページについては、市ホームページで開設をＰＲする

ページを設けたほか、リーフレットや啓発品などに二次元コードを掲載するなど、市民周

知を図っているところです。今後も、さいたま市自治会連合会の意見を踏まえながら、ホ

ームページの更新や運用を支援してまいります。 

 自治会の各種申請手続きについては、令和３年度から自治会運営補助金についてメール

での申請受付を開始し、申請時の来庁を不要とするなど、負担軽減を図っているところで

す。今後も申請受付を担当する各事業所管課と連携しながら、申請書類発送の一元化や添

付書類の簡素化等について検討し、自治会の負担軽減に努めてまいります。 

  ・自治振興事業（自治会加入促進事業） ９４５千円 

  ・自治振興事業（自治会運営補助金） ２８５，１７５千円 

【生活安全関連】

（７７）来街者が安全・安心に楽しめるための、迷惑客引き防止等の防犯対策をより一層

強化すること。また、子供たちのための防犯対策として、自治会、商店街等と連携し、通

学路の防犯カメラ設置に取り組むこと。 
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（回答）市民生活安全課 商業振興課 学事課 

 迷惑客引き防止については、地元商店会等が実施する悪質な客引き行為や放置自転車の

防止、環境美化のための自主的な活動を行政が積極的に支援するために、商店会に対しパ

トロール備品の貸与や、繁華街巡回業務として地元商店会とともに商店街パトロールを実

施しています。 

 埼玉県警察と連携を図りながら、客引きの検挙状況等を把握し、必要に応じて取締りの

強化を要請します。また、引き続き広報・啓発活動を実施してまいります。 

 防犯カメラ設置に向けた取組については、地域における犯罪の防止などのために自治会

や商店会が設置する防犯カメラに対して経費の一部の助成を実施しており、引き続き支援

を続けてまいります。 

 通学路への防犯カメラの設置については、学校、保護者等が毎年実施している通学路安

全点検の結果、防犯カメラの設置要望が出され、警察、道路管理者等との合同点検後、防

犯カメラの設置が最も有効な安全対策と判断された際には、地域の皆様と協議を行った上

で、設置の検討を進めていきます。 

  ・防犯対策事業（地域防犯活動等助成事業）（一部） ７，５００千円 

  ・商店街振興事業（繁華街巡回業務委託） ２，５０９千円 

  ・商店街環境整備補助事業（一部） １１，３８０千円 

  ・通学区域検討事業（一部） ２０７千円 

（７８）令和 4 年度からマンション管理適正化法が改正施行される。行政としてマンショ

ンの実態把握と管理が適正に行われていないマンションへ必要に応じて指導・助言、専門

家の派遣等支援を行うことが必要とされていることを重要視し、マンション管理士等の専

門家と的確に派遣できるよう派遣制度を策定すること。 

（回答）住宅政策課 

 マンション管理士等の専門家派遣制度については、法改正に伴いマンション管理組合に

対し指導・助言等を行っていくうえで専門家の派遣は有効と考えております。管理適正化

を図るため、高経年マンションを対象に希望するマンション管理組合等に専門家の派遣を

実施します。 

  ・住宅政策推進事業（マンション管理適正化支援事業）（一部） ２００千円 

【公民館・コミュニティセンター・図書館関連】 

（７９）学習環境として必要不可欠であるネット環境（フリーＷｉ－Ｆｉ）のハード整備

を早急に全公民館に行い、ソフト面においても利用者目線に立って整備をすること。また、

民間活力を導入し、各地域に応じた特色のある図書館や公民館、コミュニティセンターと

なるよう柔軟な施設整備に取り組み、運営内容も自主事業イベントや生涯学習メニューを

充実できるよう予算枠を大幅に拡充すること。 

（回答）生涯学習総合センター  

 公民館全館へのＷｉ－Ｆｉ設置については、オンラインを活用した講座等を推進するた
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め、まずは拠点公民館へのＷｉ－Ｆｉ環境を整備してまいります。 

 また、施設整備の際には、公共施設マネジメント計画ハコモノ三原則に則り、民間活力

の導入を検討してまいります。 

 予算枠の拡充については、市民の学習活動の支援、また地域のコミュニティの場として

の公民館の役割を果たせるよう努めてまいります。 

  ・生涯学習総合センター管理運営事業 １９４，４９８千円の内数 

  ・地区公民館管理運営事業 ５１０，８６５千円の内数 

（回答）管理課、資料サービス課 

 図書館の施設整備の際には、公共施設マネジメント計画ハコモノ三原則に則り、指定管

理等の民間活力の導入を検討してまいります。 

 予算枠の拡充については、「地域の知の拠点」として市民の学びを支援し、知的好奇心

を喚起する講座等を行い、図書館の役割を果たせるように努めてまいります。 

   ・図書館管理運営事業 ７１４，４４８千円の内数   

   ・図書館資料整備事業 １６６，７６２千円 

（回答）コミュニティ推進課 

 コミュニティセンターについては、指定管理者制度を導入しております。今後も、アン

ケート等を基に利用者のニーズに合った多様な事業を実施し、コミュニティセンターの役

割を果たせるよう努めてまいります。 

  ・南浦和コミュニティセンター外１９施設管理運営事業（指定管理料）  

１，２６８，６４３千円 

【市民生活関連】 

（８０）市街化区域内において、住居表示や町名地番整理など大字表記を廃止して近代都

市としてふさわしい住所表示とすること。併せて、市民生活においても既に形骸化してい

る大字表記を廃止して、行政の住民基本情報と市民感覚を早期に一致させること。 

（回答）区政推進部 

 住居表示や町名地番整理などによる住所表示や、大字表記の廃止による住所の変更につ

いては、市民生活への影響が大きいことから、「わかりやすい住所の表示に向けた庁内検

討会議」において、基準策定に向け、慎重に検討を進めているところです。 

  ・住居表示事業（一部） ４７千円 

【人権及び男女共同参画関係】 

（８１）人権に対する意識がこれまで以上に高まっているという事を踏まえ、多角的な視

点から人権に関する様々な課題を解決するための更なる取り組みを行うこと。また、女性

の育児休業後の社会復帰に前向きに取り組んでいる企業に対してインセンティブを付与し、

誰もが働きやすい環境を促進していくこと。 
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（回答）人権政策・男女共同参画課 

  人権に関する取り組みについては、「人権教育及び人権啓発推進さいたま市基本計画」

及び「実施計画」に基づき、多角的な視点から様々な課題の解決へ向けて、全庁一体とな

って更なる施策の推進を図ってまいります。 

 女性の育児休業後の社会復帰に前向きに取り組んでいる企業に対してインセンティブを

付与し、誰もが働きやすい環境を促進していくことについては、男女がともに働きやすい

職場づくりに向け男女共同参画の推進に積極的に取り組んでいる市内事業者を「さいたま

市男女共同参画推進事業者」として表彰し、情報誌や市ホームページ等でその取組につい

て広く周知してまいります。 

  ・人権政策推進事業 １０，９５４千円の内数 

  ・男女共同参画推進事業（啓発事業） ３，１７０千円の内数 

【生涯学習関連】 

（８２）生涯学習とは、生涯に行うあらゆる学習であり、学校教育や社会教育、レクリエ

ーション活動からボランティア活動、趣味など多岐に跨るものである。本市においても、

各局で施策展開されているが、全ての世代に本質を享受してもらい、多様な市民の生きが

いを創造していくために、生涯学習に関する施策や機能を統合し、市民に分かりやすく周

知していくこと。 

（回答）生涯学習振興課 

 生涯学習に関する施策や機能の統合については、市長部局関係課の所属長も構成員とな

っている生涯学習推進検討会議を活用し、各局で行われている施策の連携強化を図る方策

について研究してまいります。 

 また、令和３年度より「さいたま市生涯学習ガイドブック」を発行する等、市の生涯学

習に関する総合的な情報の積極的な周知を行っております。また、インターネットの「さ

いたま市生涯学習情報システム」を活用し、市の各部局が展開する事業について引き続き、

市民に分かりやすく周知を図ってまいります。 

  ・生涯学習推進事業（生涯学習情報の収集・提供） ５，１８１千円 

【地域行事関連】 

（８３）新型コロナウイルスの影響で２年連続中止となっている、浦和まつりや中山道ま

つりをはじめ、従来からの伝統的なお祭りや自治会等が主催するお祭り・行事等が再開さ

れる場合には、アフターコロナ時代を見据えた新たな仕組みが必要と思わることから助成

金を増額すること。また、区民まつり（マンネリ化しない様に年度テーマを設定する工夫

が必要）や区単独のイベントなどの予算を増額するなど地域活性化の為の支援や補助制度

を拡充すること。 

（回答）観光国際課 

 お祭りについては、継続して開催ができるよう（公社）さいたま観光国際協会と連携を

図りながら、可能な限りの支援をしてまいります。 
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  ・観光団体運営補助事業（さいたま観光国際協会事業補助金及び地域のまつり等補助 

金） ４１４，４４０千円の内数 

（回答）コミュニティ推進課 

 自治会が主催するお祭り、行事等への助成金については、自治会活動を促進し地域社会

の活性化を図るため、引き続き自治会運営補助金交付事業等の各種補助事業を実施してま

いります。 

  ・自治振興事業（自治会運営補助金） ２８５，１７５千円 

  ・自治振興事業（コミュニティ助成事業補助金） ５，０４９千円 

 （回答）西区コミュニティ課 

 区民まつりや区単独イベントなどへの助成については、郷土意識の醸成及び地域の活性

化を図るため、「西区ふれあいまつり」「ウォーキング推進事業」に対し、各実行委員会

の意見やアイデアを生かし、引き続き支援、補助をしてまいります。また、地域コミュニ

ティの醸成を目的として地域の市民活動団体が主体となり実施するイベントについても、

引き続き支援、補助してまいります。 

  ・西区まちづくり推進事業（コミュニティ課） １６，７７０千円の内数 

（回答）北区コミュニティ課 

 郷土意識の醸成及び地域住民の連帯を一層深め、地域の活性化を図るため、「北区民ま

つり」及び「北区文化まつり」に対し、継続的に支援してまいります。 

 また、「北区民まつり」では、平成２８年度からテーマを設け、そのテーマに即した企

画を実施しております。引き続き、実施にあたっては、行政と区民が一体となって、魅力

あるイベントとなるよう工夫をしてまいります。 

  ・北区まちづくり推進事業（コミュニティ課） １８，４４０千円の内数 

（回答）大宮区コミュニティ課 

 区民まつりについては、地域主体・区民参加型による地域の特徴を生かしたイベントと

なるよう、実行委員会と連携を図りながら工夫してまいります。 

 また、区内の市民団体が実施する区の活性化と魅力あるまちづくりの推進に寄与する事

業についても、引き続き支援してまいります。 

  ・大宮区まちづくり推進事業（コミュニティ課） １７，０３５千円の内数 

（回答）見沼区コミュ二ティ課 

 区民まつりや区単独イベントについては、地域の方々と協働して実施する区民まつりの

「見沼区ふれあいフェア」、文化活動を通じて区民の交流を促進する「見沼区文化まつり」

を引き続き開催し、地域コミュニティの醸成と活性化のために支援、補助を行ってまいり

ます。それぞれのイベントでは、区民を中心とする実行委員と相談しながら、ステージ発
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表、ブース出店、展示等の充実を図り、マンネリ化したイベントと感じられることのない

よう工夫してまいります。また、区内の市民活動団体の育成と活性化のため、引き続き、

地域のまちづくり活動の支援、補助を行ってまいります。 

  ・見沼区まちづくり推進事業（コミュニティ課） １５，０３７千円の内数 

（回答）中央区コミュニティ課 

 「区民まつり」や「アートフェスタ」事業のほかに、区内で活動する団体が、中央区の

魅力あるまちづくりのために実施する活性化事業に要する経費に対して、引き続き支援を

行います。また、これらの事業について、引き続き区民との協働により実施する仕組みや

内容を検討することで、参加者の満足度のアップ及び事業の効果を高めてまいります。 

  ・中央区まちづくり推進事業（コミュニティ課） ２２，５４５千円の内数 

（回答）桜区コミュニティ課 

 「桜区区民ふれあいまつり」及びそれに類する事業については、区民の郷土愛の向上や

コミュニティ振興、区の発展に資するため、支援を行ってまいります。 

 また、区内の市民団体が実施する区の活性化と魅力あるまちづくりの推進に寄与する事

業についても、引き続き、支援してまいります。 

  ・桜区まちづくり推進事業（コミュニティ課） １３，２５０千円の内数 

（回答）浦和区コミュニティ課 

 区内４会場で実施している「浦和区民まつり」は、新型コロナウイルスの影響により２

年連続中止となりましたが、令和３年度には「代替企画 ＃つながる浦和」として、駅での

展示・店舗とのコラボ企画・発表動画配信・高校生による SNS 発信など、多様な取組を行

っております。今後も事業を通し区民がふれあい、世代を超えた多様な交流の活性化を目

指すため、引き続き支援してまいります。 

  ・浦和区まちづくり推進事業（コミュニティ課） １８，７９７千円の内数 

（回答）南区コミュニティ課 

 地域や世代の垣根を越えた交流を図り、ふるさとへの愛着や一体感を醸成し、地域コミ

ュニティの活性化を推進するため、「南区ふるさとふれあいフェア」を開催するほか、魅

力あるまちづくりに資する事業であって、市民活動を行う団体が行うものに対して、適切

な支援を行ってまいります。 

  ・南区まちづくり推進事業（コミュニティ課） １７，７５２千円の内数 

（回答）緑区コミュニティ課 

 区民まつりや区単独イベントなどへの助成金については、ふれあいのある地域社会の形

成を図るため、「緑区区民まつり」、「東浦和駅前クリスマスツリーの点灯」や「緑区かか

しランド」を、各実行委員会の意見やアイデアを生かし、引き続き支援、補助を行ってま
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いります。 

  ・緑区まちづくり推進事業（コミュニティ課） １５，２１１千円の内数 

（回答）岩槻区コミュニティ課、岩槻区観光経済室 

 区民との協働により岩槻区の特性を生かした「岩槻やまぶきまつり」を引き続き支援し

てまいります。 

 また、 城下町岩槻としての魅力を発信し、にぎわいの創出及び交流人口の増加を図る

ため、引き続き城下町岩槻鷹狩り行列事業を実施してまいります。 

  ・岩槻区まちづくり推進事業（コミュニティ課） １５，５８５千円の内数 

  ・岩槻区まちづくり推進事業（観光経済室） １５，５４３千円の内数 

１４．環境

【ゴミ削減・リサイクル関連】 

（８４）ゴミ削減への取組みを推進するために、先ずは市役所内での分別を進めるととも

に、市民への意識啓発にも取り組むこと。また、市内全体のプラスチック等の資源回収・

リサイクルを拡大、高度化する取組みを行うこと。 

（回答）資源循環政策課・廃棄物対策課 

 ごみ削減への取組を推進するため、ごみの分別について市職員や市民への意識啓発に取

り組んでまいります。市役所内での取組といたしましては、令和３年度より本庁舎におき

ましてプラスチックごみのリサイクルに向けて、分別・検証を始めました。また、市内全

体のプラスチック等の資源回収・リサイクルを拡大、高度化する取組みについては、さい

たま市廃棄物減量等審議会において、資源循環社会の形成に資する施策を検討し、第４次

一般廃棄物処理基本計画の改定に盛り込んでまいります。 

  ・廃棄物処理対策事業（資源循環政策課）（一部） １４，９９３千円 

【ゼロカーボンシティ関連】 

（８５）自然エネルギーの活用が難しい本市の特性上、公共施設や商業施設でのコジェネ

レーションシステムを積極的に活用し、自家発電を推進していくこと。 

（回答）環境創造政策課 

 コジェネレーションについては、地球温暖化対策実行計画において、公共施設の省エネ

対策の一つとしており、再生可能エネルギー設備等と併せて、施設の特徴に応じた導入を

推進してまいります。 

 民間事業者に向けましては、国や埼玉県の補助制度等の周知を行い、導入に向けた検討

がされるよう、取り組んでまいります。 

（８６）ＺＥＨおよび脱ガソリン車への支援拡充、及び公共交通へのＥＶバスの導入等を

目指し、二酸化炭素排出削減を具体化していくこと。 

（回答）環境創造政策課 
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 ＺＥＨについては、引き続き、「スマートホーム推進・創って減らす」機器設置補助金

により、支援等を行い、再生可能エネルギー等の普及拡大を図ってまいります。 

 また、脱ガソリン車への支援については、引き続き、電気自動車等普及促進対策補助金

により、市民・事業者への導入を支援するとともに、ＥＶバスについては、低公害車普及

促進対策補助金により、新たに事業者への導入を支援してまいります。 

  ・地球温暖化対策事業（スマートホーム補助金） １２５，０００千円 

  ・地球温暖化対策事業（電気自動車等補助金） １１，６００千円 

  ・地球温暖化対策事業（低公害車補助金） １，５００千円 

【生活環境関連】 

（８７）空き家対策等に関して、空き家等の現況を市が独自に把握整理し、近隣住民の不

安を防ぐ手段を常に実施すること。また、ゴミ屋敷と称する迷惑な事例が多発しているこ

とを鑑み、条例制定を視野に入れた取り組みを行うこと。 

（回答）環境創造政策課 

 空き家等対策については、近隣住民から寄せられた相談情報のデータベース化や現地調

査・所有権調査等を行うことで状況を把握するとともに、管理不全な空き家等については、

所有者等に対して空家特措法や条例に基づく行政指導等を実施し、近隣住民の不安解消に

努めてまいります。 

  ・空き家等対策事業 ４，３８６千円 


